
（ ）

事
業
概
要

実施の背景

目　的
（何をどうしたいのか）

事
業
費

一般財源

事業費内訳
（平成23年度分）

人
件
費

千円

千円

千円 千円

千円

千円

千円

60,615

51,112

峯尾　達也

予算事業名 昭和５３年度

高年齢者等の雇用の安定等に関する法律、公益社団法人府中市シルバー人材センター補
助金交付要綱

上位施策事業名

シルバー人材センター支援事業（シルバー人材センター運営費補助金）

高齢者支援課地域支援係

事務区分

根拠法令等

■自治事務　　□法定受託事務

□直接実施

60歳以上人口　63,463人（男性28,620人　女性34,843人）

事業シート（概要説明書）

事業開始年度

作成責任者

担 当 部 名 福祉保健部

　高齢者の就業機会の拡大を図るとともに、高齢者の能力を活かした活力のある地域づくりの
ため、定年退職後等の就業を希望する健康な高齢者に対し、その意欲や能力に応じた就業の機
会を確保・提供するシルバー人材センターを育成する。

担当課･係名

63,463

0.65 人

千円

0.65

人

人

60,351

5,275

千円

60,548

23年度（決算） 22年度（決算） 21年度（決算）

千円

24年度（予算）

65,626 千円

千円

60,135

千円

千円

12,495

□貸付（貸付先：　　　　　　　　　）□その他（　　　　　　　　　　　　）

事業内容
（手段、手法など）

人

関連事業
（同一目的事業等）

シルバー人材センター運営費貸付事業　　10,000,000円　（平成２３年度実績）

補助金
【平成２３年度決算額】
・シルバー人材センター職員人件費
（正規職員８名のうち７名分が補助対象）　50,923,000円
・管理運営費
（事務室使用料、消耗品費、通信料、光熱水料等）　9,428,000円

人

■補助金〔直接・間接〕（補助先：公益社団法人府中市シルバー人材センター　実施主体：府
中市）

総事業費

高齢者の就労支援

実施方法

対象者数（H24.4.1人口に対する割合）

事業費合計 千円

対　象
（誰・何を対象に） ％

　団体の運営基盤が安定・強化されることにより、就業を希望する高齢者のニーズに沿った就業機会の
提供及び開拓が期待できる。
　また、高齢者の就業を通じた社会参加が促進されることにより、地域コミュニティの発展（地域に密着し
た業務や奉仕活動を通じ、地域コミュニティづくりが促進される。）、地域経済の活性化（就労により得た
収入は、消費生活を通じて地域へ還元される。）、医療費の抑制・介護予防の推進（生きがいの高揚や、
適度に身体を動かすことにより身体機能の維持を図ることができる。）などの効果が期待できる。

千円

千円

千円

人

25.7

□業務委託 又は □指定管理　（委託先又は指定管理者：　　　　　　　　　　　　　　　　　）

5,2750.65

コ
ス
ト

臨時職員等

財源

内訳

地方債

千円

人嘱託職員

人件費合計

千円

国都支出金

千円

0.35 千円

千円65,626財源合計 千円

52,915 千円

63,607

53,131 千円

その他特財の内容

65,410

千円

65,410

人

12,495

東京都シルバー人材センター補助金国都支出金の内容

63,607 千円

12,495 千円

人 千円

60,615 千円

人

0.4 人 3,739 千円

千円

担当正職員

千円

千円

千円

64,354 千円

人 3,739

千円

その他特財

人

人 3,059 0.4

千円

千円

48,120

12,495 千円

シルバー人材センター職員の人件費及び管理運営費の一部を補助

【平成２４年度予算額】
・シルバー人材センター職員人件費
（正規職員８名のうち７名分が補助対象）　　57,275,000円
・管理運営費　　　　　　　　　　　　　　　11,560,000円
（事務室使用料、消耗品費、通信料、光熱水料等）
※上記より、国庫補助分（8,700,000円）を減額した60,135,000円を交付

人

5,275 千円0.65 人 5,275 千円 千円0.35 人 3,059

事業番号2-11 平成24年度



予算事業名 昭和５３年度シルバー人材センター支援事業（シルバー人材センター運営費補助金）

事業シート（概要説明書）

事業開始年度

事業番号2-11 平成24年度

比較参考値
（他自治体での類似

事業の例など）

事
業
実
績

シルバー人材センターの安定的な運営を図るため、会員数の増加は一番の指標となる。このた
め、景気低迷が長引く中、いかに新たなニーズを見出し、会員に就業の場を提供し、就業人員
及び就業率の向上を図っていくことができるかが、シルバー人材センターの課題となってい
る。

単位

840,709

別紙資料添付

80.3

212,899203,350

65,626

825,864

千円

12,188

Ｈ21年度

12,062 12,097件

【活動指標名】 単位

　近年の雇用機会の急速な悪化や団塊世代の大量退職、高齢化の進展等に伴い、今後も就労希
望者の増加及び就業年齢の高齢化が予測されており、現状以上に多様な就業ニーズに応じた就
業機会の確保の提供並びに効果的な事業運営が求められる。
　また、平成２３年度より公益社団法人に移行したことにより、より高い公益性と自律的な運
営体制が求められているため、引き続き就業機会の創出・開拓及び経営改善に取り組んでいく
よう指導の継続が必要であると考える。

就業率 ％

63,607

5,441

会員数 人 1,897

64,354

82.3

208,885

【成果指標名】

80.7

Ｈ23年度

人

1,9161,888

就業延人員

Ｈ22年度 Ｈ21年度

5,2805,258

Ｈ22年度

特記事項

単位当たりコスト

事業の自己評価
(今後の事業の方向

性、課題等)

事
業
成
果

成果
（目標達成状況）

成果目標
（指標設定理由等）

昭和５２年７月２０日設立
平成２３年４月１日より公益社団法人に移行

受託件数

活動実績
千円契約金額

／総事業費 円

総事業費

808,687

受託件数

Ｈ23年度



（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

0 千円

財務諸表URL http://www.fsc.or.jp/

特記事項

負債総額：88,602,087円　　　資本総額：116,408,349円
利益剰余金（もしくは欠損金）：68,846,921円
常務理事兼事務局長を役員及び職員並びにＯＢにカウントしてある。

1

71,257

団体概要

役
職
員

（単位：人）

　当センターは、府中市に居住する、原則として60歳以上の健康で社会参加の意欲ある健康な高齢者に対し、地域社会と
連携を保ちながら、その希望、知識及び経験に応じた就業並びに社会奉仕等の活動機会を確保し、生活感の充実及び福
祉の増進を図るとともに、高齢者の能力を生かした活力ある地域社会づくりに寄与することを目的としている。
　事業内容としては、（1） 臨時的かつ短期的な就業又はその他の軽易な業務に係る就業を希望する高齢者のための就業
の機会確保及び提供（2） 高齢者に対し、就業に必要な知識及び技能の付与を目的とした講習の実施（3） 社会奉仕活動
等を通じて、高齢者の生きがいの充実及び社会参加の推進を図るために必要な事業（4）前条の目的を達成するための調
査研究、相談及び事業の企画運営（5）その他センターの目的を達成するために必要な事業を行っている。

千円

千円

総計

千円

836,381 千円

905,216

うち
（出向／OB）

委託・指定管理・補助　対象団体シート（概要説明書）

予算事業名 シルバー人材センター支援事業（シルバー人材センター運営費補助金） 事業開始年度 昭和52年

支出

団体名

団体への
支出根拠

（選定経過等、
支出先の妥当

性）

府中市補助金等交付規則
公益社団法人府中市シルバー人材センター補助金交付要綱

当該事業の
団体における

収支状況
千円

国からの財政支出金

0 千円

47,640

千円

722,721

その他

千円

千円

資本金

委託料・指定管理料

総計

その他

公益社団法人府中市シルバー人材センター

千円 905,216

千円 46,150

役員

収入

8,700 千円

12,495

千円47,640補助金

8

（1）

0

常勤 うち
（出向／OB）

（1）

うち
（出向／OB）

都からの財政支出金

市町村からの財政支出金 65,088

市出資金

その他

出資比率 職員

120

0 ％

0

0

非常勤

1

0

2

監事

千円

事業費

管理費

人件費

千円

千円

千円

団体全体の
収支状況

収入 支出

国からの財政支出金 8,700 千円 事業費 722721 千円

都からの財政支出金 12,495 千円 管理費 46150 千円

市町村からの財政支出金 47,640 千円 人件費 65088 千円

委託料・指定管理料 0 千円 71257 千円

補助金 47,640 千円 総計 905216 千円

その他 0 千円

その他 836,381 千円

その他

※委託料は設計ベースのため、収入と一致しない場合あり。

総計 905,216 千円 収支差 0 千円

平成23事業番号2-11 平成24年度

http://www.fsc.or.jp/


市
名

会
員
数
（人

）
就
業
実
人
員
（人

）
就
業
率
（％

）
受
託
件
数
（件

）
就
業
延
人
員
（
人
）

契
約
金
額
（
千
円
）

公
民
比
率
（
％
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立
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野
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.3
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4

1
1
0
,6
3
6

4
3
5
,4
0
8

4
2
.6
/
5
7
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三
鷹
市

1,
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3
1,
26
3
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.8

10
,6
90

1
9
4
,1
4
2

6
1
6
,6
5
6

2
5
.0
/
7
5
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調
布
市

1,
53

0
1,
27
4

83
.3

9,
09
5

1
4
7
,3
9
3

6
1
7
,5
0
4

4
2
.7
/
5
7
.3

町
田
市

3,
28

7
2,
70
8

82
.4

14
,4
39

2
3
8
,9
0
7

1
,0
1
5
,0
6
6

3
7
.4
/
6
2
.6

小
金
井
市

1,
10

1
99
5

90
.4

9,
15
0

1
3
8
,9
3
9

4
8
1
,5
8
8

5
5
.9
/
4
4
.1

府
中
市

1,
88

8
1,
55
4

82
.3

12
,0
62

2
0
3
,3
5
0

8
0
8
,6
8
7

5
4
.6
/
4
5
.4

市
名

立
川
市

武
蔵
野
市

三
鷹
市

調
布
市

町
田
市

小
金
井
市

府
中
市

47
,8
20

65
,7
14

参
考
資
料
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
シ
ル
バ
ー
人
材
セ
ン
タ
ー
事
業
に
係
る
近
隣
市
の
状
況

１
　
平
成
２
３
年
度
シ
ル
バ
ー
人
材
セ
ン
タ
ー
別
事
業
実
績
（速

報
値
）

※
公
益
財
団
法
人
東
京
し
ご
と
財
団
「
平
成
２
３
年
度
決
算
報
告
書
」
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り
抜
粋
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25
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３
年
度
予
算
に
お
け
る
シ
ル
バ
ー
人
材
セ
ン
タ
ー
へ
の
補
助
金

２
３
年
度
補
助
金
額
（
千
円
）

73
,2
87



（ ）

千円

23,129

0

18,124 千円

千円

0 千円

0

千円

老人クラブが実施する補助対象事業（社会奉仕活動、健康を進める活動、生きがいを高める活
動、友愛活動、その他の社会活動）に係る経費に対し、各クラブの会員数に応じて補助金を交
付する。実績報告時に補助対象事業の経費が補助金額を下回った場合は、その差額を返還して
もらう。平成２４年度は、次のとおり申請があった。
　会員数　　 補助額   該当ｸﾗﾌﾞ　　 会員数　　 補助額   該当ｸﾗﾌﾞ
 30～ 49人　337,000円× 8ｸﾗﾌﾞ　　 90～109人　373,000円×12ｸﾗﾌﾞ
 50～ 69人　349,000円×47ｸﾗﾌﾞ　　110～129人　385,000円× 8ｸﾗﾌﾞ
 70～ 89人　361,000円×19ｸﾗﾌﾞ　　130～149人　397,000円× 2ｸﾗﾌﾞ
　総額　34,308,000円　計96ｸﾗﾌﾞ

千円

千円

34,931

0

千円

千円

千円

41,253

その他特財

0 人

人 3,497 0.45

0

4,207

千円0

千円

0

人

人

0.45 4,207

0

担当正職員 人 3,4970.6 人 4,869 千円

0 人 0 千円

人

4,869 千円 0.4

千円

人

17,936 千円

0

その他特財の内容

千円

4,869

17,936

0.6

44,273

人

18,313

老人クラブ助成事業補助金、高齢社会対策区市町村包括補助事業

0

国都支出金の内容

千円

44,669 39,419 千円

千円

千円

財源合計

21,483

千円

25,960 千円

44,669 39,41944,273

千円

人嘱託職員

人件費合計

千円

国都支出金

千円

0.35 千円

コ
ス
ト

臨時職員等

財源

内訳

地方債

　老人福祉法第１３条の規定により、老人の心身の健康の保持増進に資するための事業を行う老人クラ
ブその他該当事業を行う者に対して、適当な援助をすることが、地方自治体の実施すべき責務とされて
いる。
　このため、本市においても、社会奉仕活動、健康を進める活動、生きがいを高める活動等を行う老人ク
ラブに対して補助金を交付することにより、高齢者福祉の向上を図る。

千円

千円

千円

人

25.7

□業務委託 又は □指定管理　（委託先又は指定管理者：　　　　　　　　　　　　　　　　　）

0

4,8690.6

人

■補助金〔直接・間接〕（補助先：各老人クラブ　実施主体：府中市　　 　　　）

総事業費

高齢者の生きがいづくりの支援

実施方法

対象者数（H24.4.1人口に対する割合）

事業費合計 千円

対　象
（誰・何を対象に） ％

事業内容
（手段、手法など）

0 人00

関連事業
（同一目的事業等）

補助金　老人クラブ連合会（平成24年度予算　2,082千円）

0

　会員数　　 補助額   該当ｸﾗﾌﾞ　　 会員数　　 補助額   該当ｸﾗﾌﾞ
 30～ 49人　346,800円× 5ｸﾗﾌﾞ　　 90～109人　382,800円×11ｸﾗﾌﾞ
 50～ 69人　358,800円×47ｸﾗﾌﾞ　　110～129人　394,800円× 8ｸﾗﾌﾞ
 70～ 89人　370,800円×22ｸﾗﾌﾞ　　130～149人　406,800円× 2ｸﾗﾌﾞ
　返還額　7,885円（1ｸﾗﾌﾞ）

0

千円 0

千円千円

24年度（予算）

34,535 37,046 千円35,922

23年度（決算） 22年度（決算）

人

千円

0.6

0 人

□直接実施

21年度（決算）

千円

□貸付（貸付先：　　　　　　　　　）□その他（　　　　　　　　　　　　）

人

60歳以上人口　63,463人（男性28,620人　女性34,843人）

事業シート（概要説明書）

事業開始年度

作成責任者

担 当 部 名 福祉保健部

　高齢者の知識及び経験を生かし、生きがいと健康づくりのための多様な社会活動を通じ、い
きいきとした高齢社会の実現に資することを目的とする老人クラブが行う活動に対して、その
事業費の一部を補助することにより、老人クラブの円滑な運営を図り、高齢者の生活に係る意
欲を増進させるとともに、高齢者福祉の向上を図ることを目的とする。

担当課･係名

63,463

川田　誠

予算事業名 昭和４７年度

老人福祉法、老人クラブ補助金交付要綱

上位施策事業名

補助金　老人クラブ

高齢者支援課地域支援係

事務区分

根拠法令等

■自治事務　　□法定受託事務

千円

千円

41,253

26,733 千円

千円0 0

千円0

千円

事
業
概
要

実施の背景

目　的
（何をどうしたいのか）

事
業
費

一般財源

事業費内訳
（平成23年度分）

人
件
費

事業番号2-12 平成24年度



事業シート（概要説明書）

事業開始年度予算事業名 昭和４７年度補助金　老人クラブ

事業番号2-12 平成24年度

円

単位

老人クラブ会員数（総数）

27,546

補助対象事業延参加人数

回補助対象事業延実施回数

／総事業費

Ｈ23年度

人

昭和32年、東京都から、東京都社会福祉協議会（以下「東社協」という。）が行う老人クラブ
助成事業への補助が開始される。昭和38年、国庫補助が開始され、東京都は、東社協補助から
市町村に対する補助へ変更。府中市では、昭和47年度から、老人クラブへの補助を開始。平成
19年度、助成額のうち、都上乗せ分について「高齢社会対策区市町村包括補助事業」に組み替
えられた。

特記事項

単位当たりコスト

事業の自己評価
(今後の事業の方向

性、課題等)

事
業
成
果

成果
（目標達成状況）

成果目標
（指標設定理由等）

Ｈ21年度

1,3841,269

Ｈ22年度【活動指標名】

補助対象事業延参加者数

56.8

【成果指標名】 Ｈ23年度

％

11.411.1

友愛活動実施率（友愛活動実施クラブ数/総クラブ数）

Ｈ22年度

　老人クラブは、教養活動・健康増進のためのスポーツ活動等を通じ、高齢者の生きがいを高
め、また、ボランティア活動等の社会活動へも積極的に参加し、地域住民間のコミュニケー
ションを深めている。このように老人クラブの活動は、本市の高齢者福祉施策及び地域福祉施
策においてそれぞれ大きな役割を担っており、各事業を通じて会員の健康増進、教養の向上、
生きがいの高揚及び地域の交流など、幅広く、かつ、多くの成果をあげている。
　一方で、老人クラブ会員の高齢化及びこれに伴う会員の減少が喫緊の課題となっているた
め、老人クラブがより魅力的なものとなるように活動内容の充実を図り、新規会員（特に若年
会員）の加入促進を図っていく必要がある。
　また、老人クラブの活動は、社会参加や単なる生きがいづくりだけにはとどまらず、本市の
高齢者施策の介護予防事業・高齢者見守りネットワークの中心的な役割を担うことができるた
め、その円滑な活動を継続的に支援していく必要がある。

7,130

1,254

老人クラブへの加入率（会員数/60歳以上人
口）

％ 12.5

7,366

218,943

Ｈ21年度

207,751 206,898

第５期府中市総合計画後期基本計画及び高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画（第５期）に
おいては、高齢者が、元気で活動的に、かつ、生きがいを持って充実した高齢期を過ごすこと
ができるよう、身近な活動の場の一つとして老人クラブを位置付け、多様な高齢者の社会参加
の促進を展開することとしている。
その達成状況の指標として、老人クラブへの加入率を確認する。
また、老人クラブは、地域における見守りの役割も担うことができるため、その活動の中心と
なる友愛活動の実施率を確認する。

単位

28,479

老人クラブへの補助は、２６市すべてにおいて実施している。
なお、近隣市の状況については、別紙資料のとおり。

58.356.8

7,016

27,518

人

比較参考値
（他自治体での類似

事業の例など）

事
業
実
績

活動実績



市名

立川市

武蔵野市

三鷹市

調布市

町田市

小金井市

府中市

市名
立川市
武蔵野市
三鷹市
調布市
町田市
小金井市
府中市

参考資料　　　　　　　　　　老人クラブ補助事業に係る近隣市の状況

１　平成２３年度老人クラブ運営費の助成

※平成２４年度「東京都老人クラブ助成事業事務資料」より抜粋

助成月額等
３０人～４９人　　２４，６００円
５０～７４人　　　 ２５，５００円
７５～９９　　　　　２７，３０９円
１００～１２４　　　２９，１１７円
１２５～１４９　　　３１，８２５円
１５０～　　　　　　３４，０７５円

２２，８００円＋研修費年額１５０，０００円＋会員１
人年額９５０円

503,818
327,902

１クラブ当たり２３年度補助金額（円）

基本額：２０３，２００円（年額）＋行事助成

３０人～４９人　　２３，６００円
５０～７４人　　　 ２６，０００円
７５～９９　　　　　３０，０００円
１００～　　　　　　３３，０００円

基本額：２５０，０００円（年額）
活動加算要素　前年度実績
①延べ活動回数
　３００回以上～５００未満：７，５００円
　５００回以上：１５，０００円
②一人当たりの参加回数
　３０回以上５０回未満：７，５００円
　５０回以上：１５，０００円
③会員数
　６０人以上～９０人未満：７，５００円
　９０人以上～１２０人未満：１５，０００円
　１２０人以上～１５０人未満：２０，０００円
　１５０人以上：２５，０００円

２６，５００円＋会員１人年額１００円

備考

年間交付額に１００円未満の端数が生じた
場合は切捨て

福祉バスの見直しに伴い、平成２１年度まで
実施していた「老人クラブバス借上助成事
業」を、平成２２年度から老人クラブ運営費
の助成に「研修費１５０，０００円」として組み
込んだ。

行事助成は、６０，０００円～１２０，０００円
（クラブ規模別）

　　　　　　　　　（上限額（年額））
３０人～４９人　　３４７，０００円
５０～６９　　　　  ３５９，０００円
７０～８９　　　　　３７１，０００円
９０～１０９　　　　３８３，０００円
１１０～１２９　　　３９５，０００円
１３０～１４９　　　４０７，０００円
１５０～　　　　　　４１９，０００円

他に公共施設を会場としていないクラブに対
する会場費：月４，０００円

実際の支給額については予算額に応じて調
整し、翌年度、実績報告に基づき精算する。

２　１クラブ当たりの補助金額比較

※補助金額（２３年度予算値）/クラブ数（２２年度決算値）
367,863
337,233
281,363
337,004
281,890



（ ）

千円

18,099

公共花壇運営事業

管理課監察係

千円

担当課･係名

1,311

委託費　16,640,085円
（内訳）
　・公共花壇等への花の植付及び種蒔き　　14,636千円
　・公共花壇等への地揃え      　　　　　 1,721千円
　・公共花壇等への施肥          　　　　　 283千円

千円

23年度（決算） 21年度（決算）24年度（予算）

■直接実施

千円

人

15,532

■花の植付及び種蒔き（年３回）
　●公園の公共花壇
　　・設置場所：公園及びスポットパーク54箇所
　　・植付面積：947.53㎡
　　・植 付 数：サルビア14,663株、日々草675株、葉牡丹8,797株、ナデシコ5,866株、
　　　　　　　　パンジー14,663株、チューリップ9,796株、
　●多摩川河川敷
　　・植付面積：1,620.50㎡
　　・植 付 数：コスモス675株、種子（菜の花）18㍑
　●その他の公共花壇
　　・設置場所：市役所、府中本町駅、多磨駅の3か所
　　・植付面積：42.29㎡
　　・植 付 数：サルビア450株、日々草120株、葉牡丹270株、チューリップ300株、
                パンジー450株、ナデシコ180株
■地揃え（必要に応じて随時）
　　整地、植付、管理、潅水等（実施面積　2,610.32㎡）
■施肥（必要に応じて随時）
　　追肥（978㎡）、樹皮たい肥（1,620㎡）

千円

1,461 千円 千円

事務区分

事業シート（概要説明書）

事業開始年度

作成責任者

担 当 部 名 都市整備部

高橋潤

予算事業名 昭和45年度

■自治事務　　□法定受託事務

根拠法令等

上位施策事業名

●公園の公共花壇　　2568.03㎡　54箇所
●多摩河川敷　　　　1620.50㎡
●その他公共花壇　　42.29㎡　　3箇所

人

緑の基本計画

緑化活動の推進

千円千円

千円

100

実施方法

32,410

18,102

千円

22年度（決算）

251,429 人

□補助金〔直接・間接〕（補助先：　　　    　　実施主体：  　　　 　　　）

□貸付（貸付先：　　　　　　　　　）□その他（　　　　　　　　　　　　）

対象者数（H24.4.1人口に対する割合）

　公園、緑地や市役所などの公共施設に花壇やフラワーポットを設置し、四季折々の草花を植えること
により、水と緑が輝く潤いのあるまちを目指す。

対　象
（誰・何を対象に）

％

目　的
（何をどうしたいのか）

事
業
概
要

関連事業
（同一目的事業等）

市民花壇運営事業

■業務委託 又は □指定管理　（委託先又は指定管理者：府中市花弁園芸組合）

事業内容
（手段、手法など）

実施の背景

千円

人 千円

千円千円

人

　本市では、「水と緑が輝く潤いのあるまち」の実現を目指し、まちかど空間の緑化を進めており、その取
組の一環として、公園などに設置されている公共花壇に季節にあった草花を植えている。
　この事業については、公園の花壇が増加したことに伴い、古くから自主的にこの事業に取組んでいた花
卉園芸組合に委託し、事業を行っている。

コ
ス
ト

総事業費

事
業
費

事業費内訳
（平成23年度分）

財源合計

事業費合計

臨時職員等

千円

18,099 千円

人
件
費

千円

1,461人

16,993

0.18

16,993 千円

千円 18,102千円16,993

一般財源

1,459 0.170.18

18,099 千円

千円
その他特財

1.841,459

千円 千円16,640 千円 15,20716,119

0.18 人

672 

32,410

千円

千円 人

千円

千円人

人 17,203千円 0.15

0.2 人

千円

0.18

千円

千円

その他特財の内容

国都支出金の内容

人

財源

内訳

嘱託職員

人件費合計

地方債

担当正職員

国都支出金

32,410

千円千円

1,983

18,102 千円

千円千円

千円

1.84

千円

人 17,203 千円

千円

 

人

千円

人

人

人

事業番号2-13 平成24年度



公共花壇運営事業

事業シート（概要説明書）

事業開始年度予算事業名 昭和45年度

事業番号2-13 平成24年度

2,573.92

日野市において類似の事例あり。
公益財団法人緑化協会に公園における花壇の管理及び除草や清掃の委託を行っている。
委託金額：1800万円（平成24年度予算）
公園数：市内230箇所のうち121箇所の公園について委託している。

　　

 

56

2,573.92

Ｈ21年度

3,626

　市民の緑化への意識高揚を図るとともに、市民生活の中で緑が多く感じられるようにまちかど
空間の緑化に努める。

単位

3,843

 

56

円

 

　「心ふれあう 緑ゆたかな 住みよいまち」及び「水と緑が輝く潤いのあるまち府中」を実現するため、
まちづくりに磨きをかけている四季折々の花草等は、都市の環境や住環境の質を高めるとともに生活に潤
いを与え、都市の魅力を高めています。
　また、四季折々の草花を身近にふれあうことにより、都市景観の向上、都市環境の改善に係る意識が高
まります。
　今後の課題として、緑化の余地が限られている市街地において、緑化の拡大を図っていくか、また、市
民花壇の事業やアダプト制度などの移行について検討を進めていくことが必要です。

 

3,933

　 　

 

86.6

　

　

Ｈ22年度

Ｈ22年度

Ｈ23年度

88.0緑の豊かさに対する市民の満足度 84.4

【成果指標名】

Ｈ21年度

平成22年度以前は、公園緑地課が公共花壇及び市民花壇の担当課であったが、平成23年度の組織改正によ
り、公園管理の所管が管理課になったことに伴い、公共花壇については、運営事業も本課で行うことと
なった。 また、市民花壇については、市民活動による緑化の観点から環境政策課で行っている。

特記事項

単位当たりコスト

事業の自己評価
(今後の事業の方向

性、課題等)

活動実績

成果目標
（指標設定理由等）

比較参考値
（他自治体での類似
事業の例など）

　％

植付花壇数 58

Ｈ23年度

2,610.32

植え付け面積
（１㎡当り）

植付面積

単位

／総事業費

㎡

【活動指標名】

ヶ所

事
業
成
果

成果
（目標達成状況）

事
業
実
績



●多磨駅前 

 

●紅葉丘公園 

 

●白糸台公園 

 

 

 

 

 

 

●押立公園 

 

●小柳公園 

 

●府中本町駅前 

 



（ ）

  対   象 昭和56年5月31日以前に建築された一戸建て木造住宅の所有者で現に自らの住居として居住している者
  助成額 耐震診断に要した費用の3分の2（限度額120,000円）
②耐震改修助成　（24年度予算4,800千円）
  対   象 ①の耐震診断により、上部構造耐力の評点が1.0未満と判定された木造住宅の所有者
  助成額 耐震改修に要した費用の2分の1（限度額500,000円）
③耐震シェルター等設置助成　（24年度予算は改修助成に含む）
  対   象

  助成額 耐震シェルター等設置に要した費用の4分の3（限度額300,000円）
④耐震建替え助成　（24年度予算1,500千円）
  対   象 ①の耐震診断により、上部構造耐力の評点が0.3以下と判定された木造住宅の所有者
  助成額 500,000円

事
業
概
要

実施の背景

目　的
（何をどうしたいのか）

24,595

千円20,031 千円

楠本俊二郎

予算事業名 平成17年度

建築物の耐震改修の促進に関する法律　　関連計画：府中市耐震改修促進計画

上位施策事業名

耐震改修等補助事業（補助金 木造住宅耐震診断・耐震改修・耐震診断後建替費）

建築指導課住宅耐震化推進係

事務区分

千円

13,803

□直接実施

昭和56年5月31日以前に建築された木造住宅の所有者

事業シート（概要説明書）

事業開始年度

作成責任者

担 当 部 名 都市整備部

6,400

千円

耐震診断及び耐震改修等の費用の一部を助成することで木造住宅の耐震化を促進し、市全体の住宅耐震化
率を向上させることにより、想定される首都直下地震等から市民の生命及び住宅を守り、災害に強いまち
づくりを進めることを目的とする。

23年度（決算） 22年度（決算） 21年度（決算）

千円

1.4 人

24年度（予算）

24,595 千円

0

国都支出金の内容

千円

11,362

事
業
費

千円13,100

千円 0

千円

担当課･係名

□貸付（貸付先：　　　　　　　　　）□その他（　　　　　　　　　　　　）

事業内容
（手段、手法など）

人

12,800 戸

■補助金〔間接〕（補助先：木造住宅所有者　　実施主体：府中市）

総事業費

災害対応能力の向上

実施方法

対象者数（H24.4.1住宅戸数に対する割合）

事業費合計 千円

対　象
（誰・何を対象に） ％

根拠法令等

■自治事務　　□法定受託事務

関連事業
（同一目的事業等）

耐震改修促進事業（平成24年度予算2,400千円）
特定緊急輸送道路沿道建築物耐震化促進事業（平成24年度予算127,500千円）

地震による建築物の倒壊から国民の生命、身体及び財産の保護を目的とした「建築物の耐震改修の促進に関する法律」の規
定に基づき、国は住宅耐震化率を平成27年度までに少なくとも90％とすることを目標とする基本方針を平成18年に示し、市も平
成19年度に同様の目標を掲げる府中市耐震改修促進計画を策定し、建築物の耐震化をすすめている。
東京都防災会議が想定する首都直下地震等による被害の拡大を防ぎ、住宅の倒壊から市民の生命、財産を保護するため、ま
た倒壊住宅が道路を閉塞し救急・消火活動の妨げになることを防ぐため、耐震化率が低く特に耐震化が急務である新耐震基準
以前に建築された構造上脆弱な木造住宅の耐震化を促進する施策の実施が必要である。

千円

千円

千円

人

9.9

□業務委託 又は □指定管理　（委託先又は指定管理者：　　　　　　　　　　　　　　　　　）

コ
ス
ト

千円

人嘱託職員

人件費合計

千円

国都支出金

千円

0.75 千円

0

臨時職員等

11,362

財源

内訳

4,564

地方債

24,462

人

3,819

千円

社会資本整備総合交付金

財源合計

10,847千円一般財源

人

千円0 0

1.4

補助金 13,233千円
＜内訳＞　耐震診断助成8,733千円（77棟）、耐震改修助成3,000千円（6棟）、
　　　　　耐震建替え助成1,500千円（3棟）

千円

千円

1.4 人

千円

12,956 千円

2,109 千円

6,791 千円

人

0.75

13,233

千円人

千円

0

2,387 千円

13,803 千円

千円

0 千円

千円

20,643

事業費内訳
（平成23年度分）

その他特財

人

人

千円

0

担当正職員

千円

人 11,362 千円

人

その他特財の内容

24,462

千円

12,956

人 7,012 千円千円

千円

千円

人 7,012

人
件
費

11,362 千円 0.75 人 6,556

6,556

1.4

木造住宅の所有者が実施する耐震診断及び耐震改修等の費用の一部を助成する。

①耐震診断助成（24年度予算6,800千円）

①の耐震診断により、上部構造耐力の評点が1.0未満と判定された木造住宅の所有者で、65歳以上の者のみで構成
された世帯、または身体障害手帳1級・2級、精神障害者保健福祉手帳1級、愛の手帳1度・2度のいずれかの者と同
一世帯

0.75

千円

11,416

事業番号2-14 平成24年度



予算事業名 平成17年度耐震改修等補助事業（補助金 木造住宅耐震診断・耐震改修・耐震診断後建替費）

事業シート（概要説明書）

事業開始年度

事業番号2-14 平成24年度

比較参考値
（他自治体での類似

事業の例など）

木造住宅に関する耐震助成制度　26市の実施状況

・耐震診断　26市すべてで実施
・耐震改修　24市で実施（清瀬市、東久留米市以外）
・耐震シェルター　7市で実施（八王子市、立川市、府中市、昭島市、町田市、武蔵村山市、西東京市）
・耐震建替え　2市で実施（武蔵野市、府中市）

各市の概要は添付資料を参照

29

167285

3

6

41戸

戸

耐震改修助成件数

Ｈ22年度

府中市耐震改修促進計画では、国の基本方針及び都の耐震改修促進計画に基づき住宅耐震化率
の目標値を平成27年度末で90％としており、成果指標として住宅耐震化率及び木造住宅耐震化
率並びに耐震診断及び耐震改修等助成の延べ戸数を指標とする。

単位

5

1

国の新成長戦略（平成22年6月）及び住生活基本計画（平成23年3月）では、平成32年度に住宅耐震化率を
95％とする新たな目標が加えられ、本年3月に改定された東京都耐震改修促進計画でも同様の目標に引き
上げられた。これらを受け、今後市の目標も改める必要があるとともに、新たな目標の達成に向け木造住
宅の耐震化をさらに積極的に進める必要がある。
東日本大震災による社会環境の変化から市民の耐震に関する意識は非常に高くなり、昨年度は耐震診断助
成数も急増している。しかしながら、これまでの傾向は、耐震診断の実施数と比較し耐震改修等の実施数
が少ない状況にある。これは、耐震診断で耐震性が満たないと判定されても、耐震改修工事が高額なため
実施できないケースが多いためである。
耐震化率の目標達成には、平成27年度末までに経年変化を除き約2,000戸の耐震化が、また平成32年度ま
でに約3,700戸の耐震化が必要であるため、商工まつり・総合防災訓練時のＰＲ活動や耐震相談会・無料
簡易耐震診断等を継続し耐震診断・耐震改修の普及啓発にさらに努めるとともに、過去に耐震診断助成を
受けた人に対するフォローアップ調査を行い必要に応じて専門家を派遣するなど、耐震改修を実施できな
い所有者の対策についてニーズをより的確に把握していく必要がある。

耐震改修及び耐震建替え助成の延べ戸数 戸

0

113,416

住宅耐震化率 ％ 83.0

42

Ｈ21年度

77

44

208

【成果指標名】

35

Ｈ23年度

戸

83.984.9

耐震診断助成の延べ戸数

木造住宅耐震化率

Ｈ21年度

114,048112,196

Ｈ22年度

戸

特記事項

単位当たりコスト

事業の自己評価
(今後の事業の方向

性、課題等)

○制度の沿革
・耐震診断助成　平成17年度実施（補助率2分の1、限度額10万円）　平成21年度改正で現行の内容
・耐震改修助成　平成17年度実施（補助率3分の1、限度額30万円）　平成23年度改正で現行の内容
・耐震シェルター等設置助成　平成20年度実施（現行の内容）
・耐震建替え助成　平成19年度実施（補助額30万円）　平成23年度改正で現行の内容

事
業
実
績

【活動指標名】

戸数

活動実績

単位

耐震建替え助成件数

6

耐震診断助成件数

Ｈ23年度

事
業
成
果

成果
（目標達成状況）

成果目標
（指標設定理由等）

／耐震診断助成事業費 円

％ 75.8 74.0 72.3
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◎市内の住宅耐震化の推移

138383

131464

124545

115937

109364 84.9%

140,000

（総住宅戸数）

（木造住宅戸数）

150,000

130,000

120,000

110,000

0

（年度）

55,000

50,000

45,000

40,000

35,000

30,000

0

100,000

＜グラフの見方＞

　住宅数

　耐震化の目標

　H32

Ｈ３２年度まで：住宅総数の９５％

（年度）

　耐震化が必要な住宅

H27

H２７年度まで：住宅総数の９０％

　既に耐震化済みの住宅

　耐震化住宅数（自然増減）

　H23H18

※耐震化の目標は、住宅総数に対
する目標値を準用

90,000

H18 　H23 H27 　H32

１０９，４００ （耐震化率８４．９％）

１２８，８００

１１５，９００

１３８，４００

１３１，５００

１２４，６００

１２２，６００ （耐震化率８８．６％）

１５０，３００

１３９，１００ （耐震化率９２．５％）

１４２，８００

１１３，６００

９０，３００ （耐震化率７９．５％）

１０２，２００

４０，０００ （耐震化率７５．８％）

４４，４００ （耐震化率８２．５％）

４９，９００ （耐震化率９０．７％）

３６，６００ （耐震化率６９．４％）

５２，７００ ５２，８００
５３，８００

４７，４００ ４７，５００

５１，１００

４８，４００

５５，０００

５２，３００

目標に達するために
耐震化が必要な戸数

＝２，０００戸

目標に達するために
耐震化が必要な戸数＝４，０００戸

目標に達するために
耐震化が必要な戸数＝２，４００戸

≪参考≫市内の住宅耐震化の推移（木造住宅のみ）

目標９０％

目標９５％ 目標に達するために
耐震化が必要な戸数

＝３，７００戸



◎主な市における木造住宅耐震診断・耐震改修助成件数の年度実績平均
（平成２１～２３年度の３カ年分の年平均）

30

＜グラフの見方＞
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（ ）

千円

146,907

141,219 千円

3,250 0.43人

千円

0.37 千円千円

人

千円

人3,250 3,9730.43

事業費内訳
（平成23年度分）

委託料
　指定管理料477,927千円
・事業費44,596千円…緊急一時入所事業22,556千円、生活介護事業11,986千円、相談支援事業5,504千円な
ど6事業
・事務費104,797千円…管理運営費25,572千円、光熱水費22,703千円、送迎委託費56,461千円など4事業費
・人件費328,535千円…指導員57人、作業療法士4人、看護師4人など88人分

千円

担当正職員

0.37 千円

千円

450,840

千円

千円

186,625 145,708千円一般財源

153,352

千円

障害者自立支援法地域生活支援事業補助金、総合交付金等

千円

138,768

千円 人

千円

人 3,973

人

人

人

千円

490,046

千円

千円

445,451 千円

441,478 千円

0.48 人 3,896

0.48 人

千円

0.48 人

人

心身障害者福祉センター自立支援事業収入、同センター生活介護事業利用料収入他

千円

127,835

481,808 千円

人

その他特財の内容

千円地方債

財源合計 490,046

137,744
国都支出金

千円166,659

国都支出金の内容

千円

その他特財

千円

165,677

総事業費

人
件
費 臨時職員等

財源

内訳

千円

人嘱託職員

人件費合計 千円

人

163,114

％

根拠法令等

■自治事務　　□法定受託事務

担当課･係名

関連事業
（同一目的事業等）

保育課：すくすく保育（保育所での障害児保育事業）
学務保健課：幼稚園での障害児通園
※どちらも児童発達支援事業に関する同一目的事業

　昭和56年の国際障害者年を契機に、府中市における心身障害者の文化教養の向上を図るととも
にその社会参加と自立を目指し、心身障害者福祉センターを建設した。昭和57年より府中市社会
福祉協議会に管理運営を委託し、平成18年からは指定管理者として委託している。

4.2

□業務委託 又は ■指定管理　（委託先又は指定管理者：社会福祉法人　府中市社会福祉協議会）

□貸付（貸付先：　　　　　　　　　）□その他（　　　　　　　　　　　　）

人

□補助金〔直接・間接〕（補助先：　　　    　　実施主体：  　　　 　　　）

千円486,150

24年度（予算）

□直接実施

障害のある市民とその家族
※貸出事業のみ障害者団体等も含む
※右の対象者数は、障害者手帳を所持している者の数

477,927

　上記目的の達成のため、次の事業を行う。
１　地域生活支援事業
　(1)　相談支援…地域生活、社会生活全般に関する相談支援、ケアマネジメントを行う。
　(2)　緊急一時入所…介護者の病気、冠婚葬祭、事故等の理由で居宅において介護を受けることができないときに、一時的に保
護を行う。
２　通所事業
　(1)　機能訓練…理学療法、作業療法、言語療法等の機能訓練を行い、充実した生活を営むことができるようにする。
　(2)　生活介護事業…運動、音楽、工作、園芸、自主活動を行い、日中集団生活する場を提供する。
３　児童発達支援事業
　　「子ども発達支援センターあゆの子」において、乳幼児発達相談、児童発達支援、保護者支援等を行い、幼児期の発達と子育
てを支援する。
４　その他
　　訪問支援事業、貸出事業等

対象者数（H24.4.1人口に対する割合）

千円447,590千円 千円

千円

千円3,896

千円

千円

事
業
費

3,881 千円

施策20　障害者の地域生活支援

実施方法

事業費合計 千円

対　象
（誰・何を対象に）

事業内容
（手段、手法など）

事務区分

事
業
概
要

コ
ス
ト

千円

事業シート（概要説明書）

事業開始年度

作成責任者

担 当 部 名 福祉保健部

村越　功一郎

予算事業名 昭和57年

府中市立心身障害者福祉センター条例等

上位施策事業名

千円187,314 千円

　障害者（児）に、集団生活や社会生活の場を提供し、各種事業を実施することで、地域社会の
中で自立した生活が送れるように、障害者（児）とその家族を支援する。

23年度（決算） 22年度（決算） 21年度（決算）

千円

447,590

10,507

心身障害者福祉センター管理運営事業

障害者福祉課・生活係

0.48 人

441,478481,808

3,881

実施の背景

目　的
（何をどうしたいのか）

事業番号2-15 平成24年度



事業シート（概要説明書）

事業開始年度予算事業名 昭和57年心身障害者福祉センター管理運営事業

事業番号2-15 平成24年度

【他自治体での類似事業の例】

小 平 市

調 布 市

小 金 井 市 障害者福祉センター

北野ハピネスセンター

障害者福祉センター

総合福祉センター

施設名

多 摩 市

町 田 市

機能訓練事業、貸出事業等

生活介護事業、訪問サービス事業、貸出事業等

生活介護事業、児童発達支援事業、機能訓練事業、貸出事業等

生活介護事業、児童発達支援事業、機能訓練事業、言語
相談訓練事業、相談支援事業、日中一時支援事業、緊急
一時保護事業、貸出事業等

放課後等デイサービス事業、貸出事業等

生活介護事業、機能訓練事業、相談支援事業、緊急一時
保護事業、日中一時支援事業、貸出事業等

三 鷹 市

　他自治体にも同様の障害者総合支援施設があるが、幼児部門の事業は他施設で実施するなど、
実施事業が完全に一致せず、また、同一事業を行っていても、事業規模が違う等、単純に比較す
ることができない。
　なお、近隣他自治体の類似事業の例は、次のとおりである。

業務内容自治体名

総合福祉センター

障がい者福祉センター
ひかり療育園

単位 Ｈ23年度

成果
（目標達成状況）

成果目標
（指標設定理由等）

年間延べ利用人数
活動実績

【活動指標名】

単位当たりコスト

事業の自己評価
(今後の事業の方向

性、課題等)

比較参考値
（他自治体での類似

事業の例など）

事
業
実
績

事
業
成
果

■施設建築費
施設建築費　712,680千円（昭和５７年度）
　　　　　　309,750千円（平成９年度　増築費用）

特記事項

Ｈ22年度 Ｈ21年度

人 89,998

5,177円施設利用者数

36

【成果指標名】

　心身障害者福祉センターにおける各種事業を多くの方に利用していただくことで、障害者
（児）とその家族の福祉の増進と社会参加の促進を図る。

総事業費 ／

事業

52人
新規登録者数（生活介護、児童デイサービ
ス、機能訓練、緊急一時入所）

実施事業数

単位 Ｈ22年度

87,45797,615

　幼児から高齢者に至るまで、障害者をトータルに支援する総合福祉施設として十分その機能を
発揮していると評価する。平成21年度に実施した第三者機関（株式会社福祉ベンチャーパート
ナーズ）による評価においても、事業取組の適正さ及び事業内容の充実等について高い評価を得
ている。
　しかし、開設から30年が経過し、利用者のニーズの増大に応えることが物理的に（主にスペー
ス面で）困難な状況となっている。
　今後は、人員の確保等により利用者のニーズの増大に対応するとともに、市立施設として求め
られる役割と民間に委ねられる部分とを整理して、事業展開を検討して行く必要がある。

4,896

1112

59

11

Ｈ23年度 Ｈ21年度

4,987



（ ）

（ ）

（ ）

千円

財務諸表URL http://www.fsyakyo.or.jp/about.html

特記事項

資産総額： 945,951,577円　　負債総額： 259,903,879円　　　純資産総額： 686,047,698円
次期繰越活動収支差額(平成24年3月末現在)　　74,151,036円

(平成23年度決算諸表をもとに作成)

0

団体概要

役
職
員

（単位：人）

昭和38年に任意団体として設立。昭和45年に東京都の認可を受け社会福祉法人へ移行する。平成18年に「府中市民福祉
公社」と合併・統合し、現在に至る。府中市における地域福祉の中心的な担い手として各種事業を展開している。
おもな市からの受託事業としては、当該事業の他、福祉サービス利用者総合支援事業、身体障害者福祉電話使用料助成
事業、保健福祉人材育成センター運営事業、福祉活動推進支援事業、地域包括支援センター運営等事業、住宅手当緊急
特別措置事業、高齢者住宅管理事業などがあり、また指定管理者制度に基づく市からの受託事業としては、市立ふれあ
い会館、しみずがおか高齢者在宅サービスセンター、市立心身障害者福祉センターの3施設に関する管理運営事業があ
る。
そのほか、ボランティア活動支援事業、生活福祉資金貸付事業、地域福祉権利擁護事業など、その事業範囲は多岐にわ
たっている。

委託・指定管理・補助　対象団体シート（概要説明書）

予算事業名 心身障害者福祉センター管理運営事業 事業開始年度 昭和57年

千円

国からの財政支出金

団体名

団体への
支出根拠

（選定経過等、
支出先の妥当

性）

府中市心身障害者福祉センター条例、府中市心身障害者福祉センター条例施行規則

当該事業の
団体における

収支状況
477,927 千円

千円

477,927

補助金 千円

千円

千円

資本金

委託料・指定管理料

総計

その他

千円

千円

社会福祉法人　府中市社会福祉協議会

千円 477,927

千円

支出収入

千円

うち
（出向／OB）

18

73

2

0

常勤

2

うち
（出向／OB）

都からの財政支出金

市町村からの財政支出金

市出資金

その他

0

総計

うち
（出向／OB）

0 ％

2,500

0

非常勤

役員 2

143

監事

職員

千円

千円

千円

出資比率

管理運営事業費

0

千円

千円

千円

477,927

団体全体の
収支状況

収入 支出

国からの財政支出金 0 千円 事業費 256,716 千円

都からの財政支出金 0 千円 管理費 502,382 千円

市町村からの財政支出金 1,103,584 千円 人件費 915,424 千円

委託料・指定管理料 896,255 千円 千円

補助金 207,329 千円 総計 1,674,522 千円

その他 千円

その他 都社協委託料、事業収入など 570,175 千円

その他

※委託料は設計ベースのため、収入と一致しない場合あり。

総計 1,673,759 千円 収支差 -763 千円

事業番号2-15 平成24年度

http://www.fsyakyo.or.jp/about.html�


府中市立心身障害者福祉センター管理運営事業概要 

 

 昭和５６年の国際障害者年を機に、府中市における「心身障害者の文化教養の向上・社会参加

と自立」をめざし、心身障害者福祉の増進を目的として建設され、同５７年より事業を開始しまし

た。市が指定管理者制度を活用し、府中市社会福祉協議会が運営しています。 

１ 対象者 

心身障害者（児）およびその家族、障害者団体 

２ 業 務 

次の事業を行っています。一部の事業は障害者自立支援法対象事業で、制度に準じた利用者

負担があります。 

(1) 障害者地域生活事業「み～な」 

  障害者が地域で生活する上で、さらに暮らしやすくなるための相談や、就労に向けての支援

等を行います。 

① 総合相談 

地域で生活していく上での相談（自立支援給付制度など各種福祉サービス、就労、福祉

機器、日常生活など何でも）受付しています。 

同じ障害のある方が相談に対応する当事者相談（ピアカウンセリング）も行っています。 

② 講座・講習 

パソコン、仲間づくりなどの講座や装具・住宅改善の相談会、勉強会のほか、ミニコン

サートなどの地域交流会を、月ごとに計画して行っています。 

③ 緊急一時入所（ショートステイ） 

介護者の病気、事故、冠婚葬祭などにより、障害のある方が一時的に家庭で生活するの

が困難なときに、短期間センターで保護します。 

また、１５歳以上の方は、介護者の休養を目的とした利用（レスパイトサービス）もで

きます。市の定める利用者負担があります。事前に当センターにおいて、登録が必要です。 

④ 市内関係機関の連絡・調整・支援 

(2) 通所訓練事業 

通所訓練を希望する方に、相談申請後に専門相談員、医師、医療技術員がそれぞれ面談、診断

等を行い、判定会議を経て通所訓練の適否が決定されます。訓練の詳細は、次の表のとおり。 

事 業 名          運     営     内     容 

機 能 訓 練          

（定員 ３０名） 

１５歳以上６５歳までの身体に障害のある方の機能の維持改善を図
り、より充実した生活を営むことで、地域で暮らしていく自信につな
がるように援助することを目的としています。 

各々の利用者の状況に応じて、理学療法、作業療法、言語療法等の
機能訓練から必要なプログラムを提供します。 
＊ 介護保険第１号被保険者は対象になりません。 

生 活 介 護 事 業 

 （作業・生活実習訓練） 

（定員 ８０名） 

１８歳以上の身体障害者および知的障害者の方（特別支援学校卒業
生など）を対象に、集団活動・社会生活の場を提供することにより、
地域生活がより充実したものとなるよう援助を行います。部門は通所
者が選択します。通所は月～金曜日の週５日 
① 生活実習部門 
  運動・音楽・家庭・工作手芸等から個々の状況に応じたプログラ

ムによる活動 
② 作業部門 
  作業を中心としたプログラムによる活動 



 

(3) 児童発達支援センター事業（あゆの子） 

 ① 児童発達支援事業 

   発達に遅れや偏りのある就学前の子どもに対し、通所による早期療育を行っています。 

 ② 発達相談 

   ことばが遅い、落ち着きがない、友だちと遊べないなど、子どもの育児や発達のことで気に

なっている方のための相談を行っています。 

 ③ 外来指導 

   発達の遅れや偏りのある子どもを対象に個別、グループでの指導を行っています。 

 ④ 情報提供等 

     発達に関する勉強会や進路等の相談に応じています。 

(4) 貸出事業 

 ① 会議室、多目的室、浴室（予約制） 

   会議室ではピアノ、多目的室では調理設備やカラオケセットが利用できます。浴室はリフト

式で、家庭の浴室では入浴しづらい身体障害者手帳、愛の手帳をお持ちの方が、介助者の方と

一緒に入浴できます。（１組４５分間） 

 ② プール（屋外） 

７月中旬～８月末日まで、身体障害者手帳、愛の手帳をお持ちの方が介助者の方と一緒に利

用できます。 

 ③ パソコン（インターネット） 

独力でパソコンの操作できる方を対象に、第１・３・５土曜日に開放しています。視覚障害

者用音声装置・点字・点図プリンターもあります。 

 ④ 印刷機、図書 

開館中はいつでも利用できます。印刷機を利用する方は用紙を持参してください。 

３ 心身障害者福祉センター概要 

(1) 開館日時 

月～金曜日、第１・３・５土曜日、第１日曜日の午前９時～午後５時（火・木曜日は午後７時） 

(2) 休館日 

第２・４土曜日、第２～５日曜日、祝日、振替休日、年末年始 

(3) 所在地及び電話番号 

府中市南町５－３８ 

   ＴＥＬ０４２－３６０－１３１３ 

   ＦＡＸ０４２－３６８－６１２７ 

(4) 交 通 

ちゅうバス南町・四谷循環「福祉センター」 

京王線中河原駅より徒歩１５分 
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（ ）

扶助費

※　年度途中の資格喪失者及び転出者を含む。

事業費合計

支給対象期間

25,000円

関連事業
（同一目的事業等）

事業内容
（手段、手法など）

1月分～3月分

35,000円
5人

4月分～6月分

　上記対象者に対し、前年の所得に応じた階層により助成限度額を定め、家賃の２分の１を補
助する。
①　対象者は、賃貸住宅の家賃を支払う。
②　対象者は、支払った３ヶ月分の領収書を添付し、市へ申請する。
③　市は、所得金額から区分される助成限度額を、対象者へ支給する。

150 人

□補助金〔直接・間接〕（補助先：上記対象者　　　  　実施主体： 市　　　）

23年度（決算）

50,049

千円

0.16

人

事務区分

根拠法令等

■自治事務　　□法定受託事務

担当課･係名 障害者福祉課・生活係

　障害及び障害者に対する社会の理解は進んできているが、未だ偏見や差別がある。障害を理由に賃貸契
約を断られるケースは少なくなったものの、障害者が居住できる住宅は限定されるという実態を聞く。
　また、障害者の地域での自立生活を支援するため、低所得者の経済的負担を軽減する必要がある。

事
業
費

事
業
概
要

実施の背景

目　的
（何をどうしたいのか）

　障害者福祉サービス利用者の８０％近くは市民税非課税世帯であるなど、障害者の所得は一般的に低
い。このことに加えて、次のような制約がある。
・知的障害者（児）の場合、大声を出したり、壁をたたいてしまうなどの行動があること。
・身体障害者の場合、屋内移動装置の取り付けなどを行うには、構造上頑丈な物件であることに加えて、
貸主の承諾が必要となること。
  このような制約に対応し得る物件の住宅費の一部を、低所得障害者(児）又はその保護者に対して助成
することにより、経済的負担を軽減し、自立生活と福祉の増進を図る。

　身体障害者手帳１～４級もしくは、愛の手帳１～３度の方またはそ
の保護者で、市内に引き続き５年以上在住し、民間の賃貸住宅に住ん
でいる方 0.06

□業務委託 又は □指定管理　（委託先又は指定管理者：　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□貸付（貸付先：　　　　　　　　　）□その他（　　　　　　　　　　　　）

7月末日
所得金額

事業シート（概要説明書）

事業開始年度

作成責任者

担 当 部 名 福祉保健部

予算事業名 平成３年

府中市心身障害者住宅費助成要綱

上位施策事業名

心身障害者住宅費助成事業

48,755

929 千円千円 1,294

千円

施策20　障害者の地域生活支援

46,142

993

47,223 千円千円 45,114

0.16 0.11

村越　功一郎

46,142

千円

千円

千円

千円

1,250,001円～1,585,000円 7月分～9月分 10月末日

支給期日助成限度額 対象者数

10月分～12月分

千円

4月末日

24年度（予算）

１　はり・きゅう・マッサージ券の交付　　　４　自転車駐車場利用料の助成
２　ガソリン費の助成　　　　　　　　　　　５　障害者休養ホーム等の利用料助成
３　福祉タクシー券の交付

22年度（決算） 21年度（決算）

3人15,000円
0円

対　象
（誰・何を対象に） ％

☑直接実施

対象者数（H24.4.1人口に対する割合）

実施方法

　　　　0円～1,250,000円 142人

1,585,001円～1,932,000円 1月末日

千円

人

千円

コ
ス
ト

総事業費

事業費内訳
（平成23年度分）

人
件
費

千円

地方債

国都支出金

千円

千円

その他特財

49,899 千円

千円

人 千円

財源合計

人 993

49,899

人

48,179

49,899

1,299

46,142

0.11

48,179

その他特財の内容

千円

1,294 929

千円

50,049

国都支出金の内容

50,049

千円

千円

千円

千円

人

千円

千円 千円人

0.16 0.11

千円

人

財源

内訳

臨時職員等

48,179

一般財源

千円

千円

人件費合計 千円

担当正職員 0.16 人 1,299

千円

嘱託職員

千円

千円 千円人 人 千円

15,000円
25,000円

　3人
　5人

人 千円

35,000円 47,127,311円

0.11 千円

  1,932,001円～

事業費

千円

人

48,600

対象者数助成限度額
142人

540,000円
1,087,097円

人

千円

人

千円

人

千円

千円

事業番号2-16 平成24年度



事業シート（概要説明書）

事業開始年度予算事業名 平成３年心身障害者住宅費助成事業

事業番号2-16 平成24年度

　

108.7

7.33

143

Ｈ22年度

141150人

　障害に対応できないという理由で入居を断られ、40軒ものアパートをめぐり、入居できる物
件を探したと言う障害者がいる。
　「施設から地域へ」という国の施策の流れの中で、グループホーム整備や公営住宅障害者枠
確保のほかに、民間賃貸住宅を借りての自立生活を支援する本事業の実施は、市の障害者計画
の重点施策の一つである「障害者の住まいを確保する」ための重要な方策の一つであり、今後
も継続して実施する必要がある。

助成対象者（本人）の平均収入（年） 万円

325

人

111.6

7.31

335千円

　低所得障害者（児）世帯に対し、住宅費助成をすることで、経済的負担を軽減し、地域での
自立生活を支援する。
　低所得者の自立を支援するという点から、助成対象者の収入や住環境（家賃）を指標とする
ことでその方の経済状況を表したものです。

／総事業費 315

助成対象者の平均家賃（月）

新規の対象者数

【成果指標名】

人 150

116.3

Ｈ23年度

万円

2022

Ｈ21年度

7.48

23

単位

141

Ｈ21年度Ｈ22年度

143

所得金額1,250,000円は、世帯給与収入で約2,043,000円。
所得金額1,932,000円は、世帯給与収入で約3,017,000円。

助成対象者

【活動指標名】

助成対象者

Ｈ23年度単位

特記事項

単位当たりコスト

事業の自己評価
(今後の事業の方向

性、課題等)

比較参考値
（他自治体での類似

事業の例など）

事
業
実
績

事
業
成
果

成果
（目標達成状況）

成果目標
（指標設定理由等）

活動実績
延対象者数

実施自治体は、26市中4市（武蔵野市・国立市・東久留米市・府中市）

東 久 留 米 市
国 立 市
武 蔵 野 市

 3,500円
10,000円
30,000円

助成限度額

扶養人数による

 12名(単身のみ）

105名

1,935,000円以下

2,632,000円以下

自治体名
（月当たり）

所得制限額 対象者数

106名



心身障害者住宅費助成事業概要 

 

１ 対象者 

身体障害者手帳１～４級もしくは愛の手帳１～３度の方またはその保護者で、府中市

内に引き続き５年以上在住し、民間の賃貸住宅を借りている方 

２ 制 限 

次のいずれかに該当する方は利用できません。 

(1) 障害者及び同一住居の居住者の前年の所得の合計金額が、一定額(1,932,000円)を超

えている方 

(2) 公営住宅等を借りている方 

(3) 生活保護を受けている方 

(4) 他に住宅費の助成を受けている方 

３ 内 容 

家賃の２分の１に相当する額を助成します。ただし、前年の所得に応じた助成限度額

があります。 



（ ）

11,364

0

千円

11,364

10,550 千円

0

千円

人
件
費

10,370 千円 1.3 人

千円

25,447

0

0 千円

事業費内訳
（平成23年度分）

18,741 千円

0 千円

担当正職員 1.3 人

千円

17,936

千円

人 0

0

人

千円

1.7

0

千円

25,447

その他特財の内容

▼「総合防災訓練」の実施（1回/年）…震災時における防災関係機関の相互の連携を強化推進するとともに、市民の
防災意識の高揚を図るため、総合防災訓練を実施した。（なお、平成24年度以降は、いっとき集合場所及び一次避難所
となる市立小中学校を地域の防災拠点と位置付け、地域住民や関係団体の主体的な取り組みによる、自助・共助を基本
とした地域総合防災訓練を実施することにより、防災知識の習得と防災行動力の向上と強化を図る予定である。）

▼「合同水防訓練」の実施（1回/年）…水防資機材の点検や水防工法の技術の向上を図り、万一の水害時に対する体
制を整えるため、府中消防署及び府中市消防団との連携による合同水防訓練を実施した。

▼「府中市防災ハンドブック」・「府中市洪水・地震ハザードマップ」の配布（通年）…防災対策や災害への備えを
行政だけに頼るのではなく、自分の命や家族の命を自分自身で守ることを認識し、市民自らが災害に対する正しい知識
と判断力を養うことができるツールとして、市内全戸に配布するとともに、転入者に対して配布を行った。
　また、出前講座等での資料として活用するなど、防災思想の普及に努めた。

▼「普通救命講習」のテキスト代の助成（通年）…府中消防署で実施している「普通救命講習」の受講の際に必要と
なるテキスト代の補助を行った。

▼「自主防災組織」の育成（通年）…自主防災組織連絡会議を開催し、各町を代表する自主防災組織の代表者の方々に
対し、先進的な取組事例の紹介等を行った。

▼「防災知識講座」の実施（27回/年）…『ふちゅうカレッジ出前講座』の一つのメニューとして、防災知識講座を実
施した。これは、災害時における市民（自助）・地域（共助）・行政（公助）のそれぞれの役割と連携等を説明するも
ので、平成23年度においては27回実施し、563名が参加された。

▼起震車の派遣（102回/年）…自治会や学校、企業等が行う防災訓練に起震車を派遣した。

0 人

15,894 千円

千円

人

千円

千円

0

一般財源

その他特財

9,553 千円

0 人

1.7

千円

18,808

千円00 人

需用費：16,158千円（防災訓練等に係る消耗品、起震車の燃料代ほか）
役務費：　　41千円（防災訓練等への招待状の発送ほか）
委託料： 2,360千円（合同水防訓練会場設営委託(346千円)、合同水防訓練会場草刈委託(47千円)、
　　　　　総合防災訓練会場設営委託(851千円)、防災ﾊﾝﾄﾞﾌﾞｯｸ全世帯配布業務委託(792千円)等
使用料及び賃借料：4千円（説明会会場使用料）
負担金、補助及び交付金：245千円（防災訓練参加者災害補償等共済費）
※23年度については、補正予算（12,499千円）により、「府中市防災ハンドブック」を13万部作成し、全
戸に配布するとともに、転入者に対しても配布を行った。

千円

千円

0

人

千円

1.31.3

0

人 15,894

29,178 千円

千円

17,936

1.28

人

千円0 0

人

0

10,370

18,741

0

千円

千円

18,741

国都支出金

0

国都支出金の内容

千円

地方債

千円財源合計 17,936

コ
ス
ト

千円

人嘱託職員

人件費合計

千円

　これまでも、防災訓練などを実施してきたが、昭和53年に発生した宮城県沖地震を契機として、大規模
かつ広域的な災害においては、行政の対応だけでは限界があり、市民自らが災害に対する正しい認識と判
断力を持つことにより、多くの市民が自分の命を守ることができるとして、防災訓練等を通じて、防災思
想の普及を図り、一人でも多くの方に、「自助」・「共助」の重要さをご理解していただいたうえで、災
害に向けての対策を実践していただくことが求められている。

千円

千円

千円

人

100

□業務委託 又は □指定管理　（委託先又は指定管理者：　　　　　　　　　　　　　　　　　）

千円

0

10,550

対象者数（H24.4.1人口に対する割合）

事業費合計 千円

対　象
（誰・何を対象に） ％

根拠法令等

■自治事務　　□法定受託事務

担当課･係名

関連事業
（同一目的事業等）

○消防団活動支援事業○地域防災スクール事業

□貸付（貸付先：　　　　　　　　　）□その他（　　　　　　　　　　　　）

事業内容
（手段、手法など）

0 人00

24年度（予算）

千円

実施方法

251,349 人

□補助金〔直接・間接〕（補助先：　　　    　　実施主体：  　　　 　　　）

千円7,386

千円

　市民が主体的に防災活動に取り組み、自らの判断により、自分や家族の命を守るための防災行動力を養
うことができるよう、防災思想の普及を図るとともに、更なる災害対応能力の向上を目指すことを目的と
する。

23年度（決算） 22年度（決算） 21年度（決算）

■直接実施

千円

0

0

臨時職員等

29,178 千円

財源

内訳

0

総事業費

事業シート（概要説明書）

事業開始年度

作成責任者

担 当 部 名 環境安全部

石川

予算事業名 昭和54年度

災害対策基本法、水防法

防災対策の充実

防災思想普及事業

防災課災害対策係

事務区分

千円

千円

事
業
概
要

実施の背景

市民・在学者・在勤者・防災関係機関等

千円

上位施策事業名

1.28 人

25,447

目　的
（何をどうしたいのか）

事
業
費

0

7,377

29,178

事業番号2-17 平成24年度



事業シート（概要説明書）

事業開始年度予算事業名 昭和54年度防災思想普及事業

事業番号2-17 平成24年度

2 8

事
業
成
果

成果
（目標達成状況）

成果目標
（指標設定理由等）

防災知識講座の実施回数 回 27

円

355人

単位

992

2,682

総合防災訓練に参加した市民の数

Ｈ23年度

自主的な防災訓練が実施された回数

事
業
実
績

【活動指標名】

各年度の4月1日現在
の人口総数

活動実績

自主防災組織　結成状況

／
防災思想普及事業費

の決算額

特記事項

単位当たりコスト

事業の自己評価
(今後の事業の方向

性、課題等)

　

Ｈ21年度

37.6728.52

Ｈ21年度

143

【成果指標名】 Ｈ23年度

回

75.9

Ｈ22年度

組織

444

単位

173

　従来、総合防災訓練をはじめ、起震車の派遣、普通救命講習のテキスト代助成、防災知識講座の開催等
により、防災思想の普及・啓発に努めるとともに、府中市・府中消防署・府中市消防団による合同水防訓
練等の実施により、防災関係機関の災害対応能力の向上を図ってきたところである。
　そのような中、平成23年3月11日に東日本大震災が発生し、市民の防災に対する意識が急速に高まった
ことを受け、平成23年度9月補正予算により、「府中市防災ハンドブック」を6年ぶりに改訂し、これを全
戸に配布することにより、更なる意識啓発を行ったところである。
　なお、今後の総合防災訓練については、従来の形式ではなく、地域住民や関係団体の主体的な取組によ
る、自助・共助を基本とした形式の訓練を実施することにより、より実効性のあるものにしていくことを
予定している。

174

73.95

災害時の避難場所を知っている市民の割合 ％ 74.977.9

人 3,422

比較参考値
（他自治体での類似

事業の例など）

　防災思想の普及活動については、防災訓練をはじめ、どこの自治体でも少なからず実施している。
　なお、平成23年度における各市の訓練実施状況については別紙のとおりである。

124159

169

普通救命講習　受講者数

Ｈ22年度

　災害時の避難場所については、「府中市防災ハンドブック」や「地域防災訓練」等を通じて、市民に周
知してきているところである。
　いざという災害時には、まずは自分の身を守ったうえで、必要に応じて避難場所に集合していただくこ
とになるため、「災害時の集合場所を知っている市民の割合」を成果目標の一つの指標とした。

3,089



　（１）避難・誘導訓練（訓練会場までの避難・誘導）

　（２）応急対策訓練（主な防災機関の訓練）

　　　ア　道路啓開訓練（府中警察署、府中市建設業協会）

　　　イ　ライフライン復旧（ＮＴＴ東日本、東京ガス、電設業協会）

　　　ウ　医療応急手当訓練（医師会、歯科医師会、接骨師会）

　　　エ　炊出し訓練（社会福祉協議会、赤十字奉仕団、陸上自衛隊）

　　　オ　郵便局応急訓練（郵便事業㈱、郵便局㈱）

　　　カ　応急物資供給訓練（東京都トラック協会、薬剤師会、プロパンガス協会）

　　　キ　応急給水訓練（府中市管工事協会、府中市、東京都）

　　　ク　救出救助訓練（府中消防署、府中市消防団、航空自衛隊府中基地）

　　　ケ　現場調査飛行（赤十字飛行隊）

　　　コ　一斉放水訓練（府中消防署、府中市消防団）

　（３）応急対策訓練（一部の市民による訓練）

　　　ア　医療応急手当訓練

　　　イ　炊出し・給食訓練

　　　ウ　応急救護訓練

　　　エ　応急給水訓練

　　　オ　初期消火訓練

　（４）避難所運営訓練（一部の市民による訓練）

　　　ア　避難所空間活用訓練

　　　イ　トイレ対策訓練

　　　ウ　飲料水給水訓練

　　　エ　防災資機材活用訓練

（単位：回、人）

年度 実施日 実施会場 参加人員 備考

H14 9 /1 府中公園 1,745  

H15 8/31 押立公園 1,467  

H16 8/29 住吉公園     － 台風のため中止

H17 8/28 住吉緑地 973  

H18 8/27 矢崎町防災公園 1,061  

H19 8/26 押立公園 1,299  

H20 8/31 武蔵台少年野球場・七中 1,032  

H21 8/23 六小 974  避難所運営訓練も実施

H22 8/22 四谷小、八中 847  　　　　〃

H23 8/28 六中 1,539  　　　　〃

『総合防災訓練』の実施結果等

【平成23年度訓練の主な内容】

【ここ10年間の参加人員等】



　（１）積土のう工法

　（２）改良積土のう工法

　（３）鋼板防護工法

　（４）資機材搬送訓練

　（５）連結水のう工法

　（６）マンホール噴出防止工法

　（７）住宅浸水防止工法

　（８）水防現場照明活動

　（９）資機材搬送訓練

（単位：回、人）

年度 実施日 実施会場 参加人員 備考

H15 5/10 小柳６丁目 294

H16 5/16 是政地区 773 第八方面本部との合同訓練

H17 5/14 是政緑地 301

H18 5/13 是政地区 283

H19 5/13 是政地区 357

H20 5/11 是政地区 338

H21 5/24 押立地区 757 第八方面本部との合同訓練

H22 5/22 押立地区 360

H23 5/22 是政地区 299

H24 5/13 押立地区 303

『合同水防訓練』の実施結果等

【平成23年度訓練の主な内容】

【ここ10年間の参加人員等】



年度 組織数 世帯数

H14 172 56,710

H15 174 56,274

H16 174 57,196

H17 174 57,196

H18 170 57,377

H19 170 57,377

H20 173 60,526

H21 173 60,526

H22 174 58,932

H23 169 60,309

（単位：回、人）

年度 実施回数 参加者
平均参加者数

/1回
備考

H18 5 66 13.2

H19 4 72 18.0

H20 6 99 16.5

H21 8 113 14.1

H22 2 34 17.0 平成23年3月11日：東日本大震災

H23 27 563 20.9

H24 8 161 20.1 ※平成24年6月14日現在の値

　市民、市内在勤、在学の方で構成された10人以上の団体からの申し込みに応じ、災害時
の対策などについて、市職員が「防災知識講座」を実施している。

【ここ数年間の実施回数等】

『防災知識講座』の実施回数等

【主な実施要件】

　自主防災組織とは、『自分たちのまちは自分たちで守る』という意識で自発的に防災活
動を行う組織のことをいい、府中市に登録している組織数及び世帯数を集計したものであ
る。

【集計した防災訓練】

【ここ10年間の組織数等】

（単位：組織、世帯）

平成23年3月11日：東日本大震災

備考

『自主防災組織』の組織数等



（単位：回、人）

年度 出動回数 参加者
平均参加者数

/1回
備考

H14 58 7,021 121.1

H15 53 6,455 121.8

H16 58 7,096 122.3

H17 81 8,788 108.5

H18 48 13,218 275.4

H19 68 8,327 122.5

H20 105 11,422 108.8 『マグマ２号』の購入

H21 89 8,552 96.1

H22 78 11,661 149.5 平成23年3月11日：東日本大震災

H23 102 16,001 156.9

（単位：回、人）

年度 回数 参加人員
平均参加者数

/1回
備考

H14 86 16,206 188.4

H15 89 13,943 156.7

H16 88 15,659 177.9

H17 118 23,294 197.4

H18 84 22,522 268.1

H19 112 20,966 187.2

H20 127 20,543 161.8 『マグマ２号』の購入

H21 124 20,228 163.1

H22 143 27,989 195.7 平成23年3月11日：東日本大震災

H23 159 28,940 182.0

【ここ10年間の出動回数等】

【ここ10年間の参加人員等】

『学校や自治会等が実施した防災訓練』の実施回数等

【集計した防災訓練】

　企業や学校、自治会等が実施する防災訓練のうち、府中市がヒトの派遣やモノの提供を
行った防災訓練の回数等を集計したものである。（府中消防署や府中消防団のみで対応し
た訓練は含んでいない。）

『起震車』の出動回数等

　原則として、企業・学校・自治会等が実施する防災訓練等への出動要請があった場合に
起震車（＋職員）を派遣している。

【主な出動要件】





（ ）

環境美化推進事業（7,873千円）
・環境美化の日（府中駅周辺・毎月20日、中河原駅周辺・年3回）キャンペーン活動
・歩行喫煙禁止路線パトロールの実施（指定５駅地区）（委託）　180日
・歩行喫煙禁止地区内路面表示シートの貼り替え・貼付け　108枚
・まち美化清掃の実施（府中駅・府中本町駅周辺）(委託）150回
・自主清掃活動（自治会、事業所、学校、その他団体等）の支援(（ごみ袋配付・ごみ回収）
・事業所、自治会、商店会等との美化協定締結の推進並びに美化協力員連絡会の開催
屋外広告物許可並びに違法看板の除却（1,790千円）
・屋外広告物新規・継続の許可事務
・違法看板除却（委託）　72回　・撤去看板処理（委託）3回
・合同除却パトロール（府中警察・東京電力・ＮＴＴ・東京都・府中市）　1回

臨時職員等

千円

千円人

1.21千円 人 11,753 千円 人
人
件
費

8,428 千円

1.04 8,428

人1.04

人

千円

事業費内訳
（平成23年度分）

その他特財

人

人 11,753

担当正職員

19,973

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

人

千円

1.34 千円

千円

5,966

13,313 千円

千円

4,188 千円

千円

千円

9,023

11,313

○委託料内訳(9,133千円）・まちの環境美化清掃作業委託　1,209千円　・清掃用ごみ収集委託
1,815千円　・歩行喫煙禁止路線パトロール業務委託　3,718千円　・路上喫煙禁止地区用路面
表示シート貼り替え及び貼付け委託　823千円　・違反屋外広告物処理委託　99千円　・路上違
反屋外広告物除却作業委託　1,469千円
○需用費（366千円）自主清掃用等ごみ袋ほか消耗品
○役務費（44千円）ボランティア保険料、郵便料　　○使用料（2千円）会議室使用料

1.341.04 人 8,116

千円 人

1.21 人

人

千円

千円

千円

11,313

20,336 千円

千円財源合計

財源

内訳 その他特財の内容

国都支出金の内容

千円

屋外広告物許可事務委託金

4,566 4,660

コ
ス
ト

総事業費

事
業
費

一般財源

目　的
（何をどうしたいのか）

事業内容
（手段、手法など）

千円

人 千円

千円

千円

千円

根拠法令等

■自治事務　　□法定受託事務

環境政策課管理係担当課･係名

事務区分

府中市まちの環境美化条例

まちの美観を損ねている、たばこや空き缶等のポイ捨て等を減少させるため、「府中市まちの環境美化
条例」の内容を市民や事業者などへ周知徹底するとともに、さらなる啓発活動を行い、まちの環境美化
の推進を図る。

実施方法

対象者数（H24.4.1人口に対する割合）

事業費合計 千円

対　象
（誰・何を対象に） ％

関連事業
（同一目的事業等）

市民清掃活動事業（多摩川清掃）（平成24年度予算　1,803千円）

100

■業務委託 又は □指定管理　（委託先又は指定管理者：府中市シルバー人材センター、アース警備保障
(株)、(有)緑信企画）

千円 20,336

15,785

19,973

14,370

千円千円

上位施策事業名

千円

251,349 人

□補助金〔直接・間接〕（補助先：　　　    　　実施主体：  　　　 　　　）

8,220

17,779

□直接実施

市民・事業者

事業シート（概要説明書）

事業開始年度

作成責任者

担 当 部 名 環境安全部

加藤哲康

予算事業名 平成１７年度

事
業
概
要

9,663

まちの環境美化推進事業

1.04 人

人

まちの環境美化の推進

□貸付（貸付先：　　　　　　　　　）■その他（（社）むさし府中青年会議所）

23年度（決算） 22年度（決算） 21年度（決算）

千円 9,545 千円 千円

実施の背景

24年度（予算）

嘱託職員

人件費合計

千円

美しいまちづくりのため、市民一人ひとりの美化意識の高揚を図ることを目的に、市民の協力
を得ながら、美化運動の推進や美化意識の啓発などを行い、良好で快適な住みやすい環境づく
りを進める。

8,116

17,973

13,213

17,779

地方債

人

千円

千円

国都支出金

17,973

事業番号2-18 平成24年度



事業シート（概要説明書）

事業開始年度予算事業名 平成１７年度まちの環境美化推進事業

事業番号2-18 平成24年度

成果
（目標達成状況）

回

成果目標
（指標設定理由等）

事
業
実
績

【活動指標名】

活動実績

環境美化啓発活動

単位

／
路上喫煙禁止

パトロール委託費

回

回

特記事項

単位当たりコスト

事業の自己評価
(今後の事業の方向

性、課題等)

比較参考値
（他自治体での類似

事業の例など）

事
業
成
果

Ｈ22年度Ｈ23年度 Ｈ21年度

495

6,752

【成果指標名】

614

Ｈ23年度

人

209

Ｈ21年度

226

9

自主清掃実施回数

11

ごみのポイ捨てなどの迷惑行為の防止は、マナーやモラルの向上を図る必要もありますが、現
状では、地域・企業・自治体が連携・協力して環境美化を推進しなければ、まちをきれいに維
持することは難しいと考えております。また、市民自らきれいにしている姿は、最大の抑止力
ともなり、次代を担う子どもたちへの環境教育といった観点からも重要と考えております。今
後も、市民・事業者の協力を得て、キャンペーン活動や喫煙禁止路線のパトロールを実施する
とともに、自主的な清掃ボランティア活動を支援し、まちの美化推進の啓発活動に努めてまい
ります。

路上喫煙禁止パトロール注意件数 件

228

1,250

Ｈ22年度

１時間

団体

路上喫煙禁止パトロール

200

1,383

250

美しいまちづくりのため、市民一人ひとりの美化意識の高揚を図り、美化運動の推進や美化意
識の啓発などを行い、一人でも多くの人にキャンペーンに参加をいただき、また、自主的な清
掃の実施をしていただき、ポイ捨てゴミを減らし、最終的な目標としては、ポイ捨てのないま
ち、良好で快適な住みやすいまちづくりを進める。

単位

1,313

132

環境美化啓発活動参加団体数（年間）

実施時間

別紙添付

467

6,3629,866

186

185

市民の自主的な清掃活動への参加者数

103

9



◎　府中市含む

条例で定めている◎ 19

条例ではないが要綱等で定めている 2

条例では定めていない 5

ポイ捨て禁止◎ 17

路上喫煙禁止◎ 11

推進委員会の設置◎ 4

環境美化地域◎ 5

路上喫煙禁止地区◎ 12

罰則規定◎ 13

その他 9

実施している◎ 26

実施していない 0

まちの美化関係の条例を定めているか

各市のまち美化関係条例制定状況

まちの美化関係事業２６市実施状況調べ

　条例の内容（条例を制定している１９市の状況）重複あり

まちの美化の推進事業を実施しているか。

条例で定めてい

る◎, 19

条例ではないが

要綱等で定めて

いる, 2

条例では定めて

いない, 5



している◎ 22

していない 4

路上喫煙禁止区域有り、喫煙スペース有り 10

路上喫煙禁止区域有り、喫煙スペース無し◎ 4

路上喫煙禁止区域無し、喫煙スペース有り 6

路上喫煙禁止区域無し、喫煙スペース無し 6

路上喫煙禁止区域の設定と喫煙スペースの設置について

地域清掃の支援をしている。

路上喫煙禁止区

域有り、喫煙ス

ペース有り, 10

路上喫煙禁止区

域有り、喫煙ス

ペース無し◎, 4

路上喫煙禁止区

域無し、喫煙ス

ペース有り, 6

路上喫煙禁止区

域無し、喫煙ス

ペース無し, 6

路上喫煙禁止区域の設定と喫煙スペース

の設置について



まちの環境美化事業関係資料

１、地域安全環境美化の日
地域安全環境美化の日朝清掃参加者数推移

平成２３年 平成２２年 平成２１年

実施回数（回） 9 9 11

参加延人数合計（人） 1,090 1,279 1,568

参加延団体数合計 199 168 250

参加人数平均（人） 121 142 143

参加団体数平均 22 19 23

路上喫煙禁止マナーアップキャンペーン参加者数推移

平成２３年 平成２２年 平成２１年

実施回数（回） 7 8 11

参加人延数合計（人） 300 314 467

参加団体延数合計 44 50 40

参加人数平均（人） 43 39 42

参加団体数平均 6 6 4

２、路上喫煙禁止パトロール
喫煙禁止路線でパトロールを実施。

平成２３年 平成２２年 平成２１年

実施回数（回） 186 229 226

注意件数（件） 495 614 467

１回あたりの平均
注意件数(件)

2.7 2.7 2.1



 

                 平成２４年度 

 

４月２０日（金） ５月１８日（金） ６月２０日（水） 

７月２０日（金） ８月２０日（月） ９月２０日（木） 

１０月１９日（金） １１月２０日（火） １２月２０日（木） 

１月１８日（金） ２月２０日（水） ３月１９日（火） 

    

 

協力してきれ
いにしよう 

連絡先：府中市環境安全部 

             環境政策課     ０４２－３３５－４１９５ 

             地域安全対策課 ０４２－３３５－４１４７ 

① 啓発活動（ポイ捨てゴミ清掃とＰＲ）  

午前８時～９時（清掃用具は用意してあります。） 

※当日早朝から雨天の場合、中止となります。 

② キャンペーン活動          

                       

●活動場所：府中駅周辺（けやき並木を含む） 
 

●活動場所：中河原駅周辺 
 

☆ご参加いただける方は、いずれも１０分前までに、府中駅北口広場にお越しください。 

 集合は、のぼり旗が目印です。 

 

 

 ５月９日（水）  １１月１４日（水）  １２月１２日（水） 

啓発活動（ポイ捨てゴミ清掃とＰＲ）  

午前８時～９時（清掃用具は用意してあります。） 
※当日早朝から雨天の場合、次の週の水曜日に順延となります。 

☆ご参加いただける方は、１０分前までに中河原駅前ロータリーにお越しください。 



美化活動のお知らせ 

 

 
平成２４年４月１日現在、府中市は指定５駅の環境美

化推進地区の美化を更に推進し、市民の良好な生活環

境の確保をめざして、５１団体と協定を締結し、地域美化

協力員として、９５名の方にご協力いただいています。 

今後も地域美化協力員と連携し、環境美化推進地区に

おける美化活動の拡大や情報交換を行い、ゴミ、空き缶、

タバコの吸殻等のポイ捨てが出来ない町づくりのための清

掃活動を実施していきます。 

ぜひ、美化協定にご賛同ください。 

美化協定締結・地域美化協力員選出団体一覧 
 

自
治
会 

寿町２丁目自治会 

新成区自治会 

ステーザ府中中河原管理組合 

住吉町小野宮間島自治会 

住吉町町会 環境美化倶楽部 

西馬場町内会 

府中町弥生会 

末広自治会 

宮西町三和自治会 

商
店
会 

くるる出店者協議会 

小町通り商店会 

商店街振興組合府中３５番街 

新三商店会 

中河原商栄会連合会 

並木通り商店会 

フォーリステナント会 

府中駅北口商店会 

宮西二丁目商店街振興組合 

宮西国際通り商店会 

企
業 

株式会社 伊勢丹府中店 

ＮＥＣ中河原技術センター 連絡協議会 

キユーピー株式会社 中河原工場 

キューピー醸造株式会社 

京王建設株式会社 

京王電鉄 株式会社 

京王電鉄バス株式会社 

株式会社さくらコマース 

サントリー酒類株式会社 武蔵野ビール工場 

株式会社 縄文の湯 

株式会社スーパーヤマザキ 

多摩信用金庫府中支店 

中央労働金庫府中支店 

三井リハウス西東京株式会社 府中店 

東京コカ・コーラボトリング株式会社 府中営業所 

東芝ソリューション株式会社府中ソリューションセンター 

東芝ソリューション株式会社府中エンジニアリングセンター 

（株）東芝 府中事業所 

トヨフレックス株式会社 

東日本旅客鉄道株式会社 八王子支社 

株式会社 フォルマ 

日本ペプシコーラ販売 株式会社 

株式会社みずほ銀行府中支店 

株式会社三井住友銀行府中支店 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行府中支店 

株式会社八千代銀行府中支店 

株式会社八千代銀行中河原支店 

株式会社レストラン京王 

日本生命保険相互会社東京西支社 府中営業部 

日本電気株式会社 

団
体 

特定非営利活動法人 エスエスエス 

社団法人 むさし府中青年会議所 

府中インテリジェントパークまちづくり協議会 

特定非営利活動法人 府中観光協会 

東京都倫理法人会 

※ 環境美化推進地区の指定５駅：府中駅、東府中駅、府中本町駅、中河原駅、分倍河原駅 

自治会 商店会 企業 

府府府中中中市市市   

美化協定 

問合せ先：府中市環境安全部環境政策課  ０４２－３３５－４１９５ 

美化協定の締結 

（順不同） 



（ ）

人
件
費

8,927 千円 0.6 人 5,245

千円

27,108

千円

人 5,666 千円千円

5,245 0.6

担当正職員 1.1 人 8,927 千円

人

7,251

一般財源

事業費内訳
（平成23年度分）

府中市及び東京都の要綱等に基づき、府中市社会福祉協議会に委託し、成年後見制度推進機関
である「権利擁護センターふちゅう」を設置・運営している。同センターのおもな実施事業と
しては、以下のものがあげられる。
(1)成年後見制度に関する相談、問い合わせ、(2)成年後見制度の普及啓発活動、(3)成年後見申
立手続に関する支援活動、(4)成年後見人及び被後見人に対する支援活動、(5)社会貢献型後見
人(市民後見人、ボランティアで成年後見業務を行う者)の育成
また、市の直接実施事業としては、以下のものがある。
市長による後見申立事例で、かつ被後見人の収入及び資産が一定以下の場合について、
(1)成年後見申立費用の助成、(2)成年後見人報酬の一部助成

東京都地域福祉推進区市町村包括補助事業補助金、申立費用本人負担金収入
その他特財

人

人

千円

千円

千円

1.1

千円

29,126

千円

千円

千円

34,359 千円

人 5,666

千円

28,693 千円

人

0.6

28,630

千円人

委託費(権利擁護センター運営費(人件費・事務費・事業費))　  28,509千円
役務費(成年後見申立手数料、市民後見人活動に係る保険料等)　　 121千円

千円

千円

1.1 人

千円

34,506 千円

千円

その他特財の内容

37,747

千円

34,506

人

千円

財源合計

27,226千円

地方債

37,747

人

千円

国都支出金

千円

0.6 千円

8,621

臨時職員等

8,927

財源

内訳

コ
ス
ト

千円

人嘱託職員

人件費合計

千円

関連事業
（同一目的事業等）

福祉サービス利用者総合支援事業

介護保険や障害福祉などの福祉サービス利用に関する事業者などとの契約行為に際し、契約能力の不十分な者に
ついてサービスを適切に利用するための支援が必要とされており、また高齢化の進展に伴い、認知症高齢者など判
断能力が不十分な者が増加し、適切な財産管理が難しい事例も増加している。以上より、これらの者の権利を擁護
するため、成年後見制度等の支援制度の利用促進を図ることが重要となっている。

千円

千円

千円

人

3.46

☑業務委託 又は □指定管理　（委託先又は指定管理者：社会福祉法人府中市社会福祉協議会）

総事業費

支えあいのまちづくりの促進

実施方法

対象者数（H24.4.1人口に対する割合）

事業費合計 千円

対　象
（誰・何を対象に） ％

根拠法令等

☑自治事務　　□法定受託事務

担当課･係名

□貸付（貸付先：　　　　　　　　　）□その他（　　　　　　　　　　　　）

事業内容
（手段、手法など）

人

8,708 人

□補助金〔直接・間接〕（補助先：　　　    　　実施主体：  　　　 　　　）

千円28,820

千円 7,280

千円

24年度（予算）

37,557 千円

6,972

国都支出金の内容

千円

8,927

事
業
費

29,261

千円

本事業は、市内の認知症高齢者など、判断能力が不十分な方のサービス利用や財産管理などを
適切に実施するため、成年後見制度の周知、成年後見人及び被後見人に対する後見業務に係る
支援、成年後見人受任者の育成・活用などにより、成年後見制度の利用促進を図ることを目的
としている。

23年度（決算） 22年度（決算） 21年度（決算）

千円

1.1 人

34,359

☑直接実施（市長による成年後見人申立てに係る事務。センターの運営は委託で実施）

市内在住の、判断能力が不十分な方
（おもに認知症高齢者、知的・精神障害者)
※認知症高齢者は、都の調査(高齢者の約12％)をもとにした推計値

事業シート（概要説明書）

事業開始年度

作成責任者

担 当 部 名 福祉保健部　

持田　剛史

予算事業名 平成18年度

府中市権利擁護センター事業実施要綱他

上位施策事業名

権利擁護センター事業

地域福祉推進課

事務区分

千円

千円30,585 千円

事
業
概
要

実施の背景

目　的
（何をどうしたいのか）

37,557

事業番号2-19 平成24年度



事業シート（概要説明書）

事業開始年度予算事業名 平成18年度権利擁護センター事業

事業番号2-19 平成24年度

円／件

事
業
成
果

成果
（目標達成状況）

成果目標
（指標設定理由等）

／総事業費

単位

後見活動メンバー(社会貢献型後見人候補者)登録者数

112

成年後見に係る相談件数

Ｈ23年度

事
業
実
績

【活動指標名】

成年後見に
係る相談件数

活動実績

特記事項

単位当たりコスト

事業の自己評価
(今後の事業の方向

性、課題等)

Ｈ21年度

37,22536,094

Ｈ22年度

人

3

634

【成果指標名】

2

Ｈ23年度

件

911

成年後見人サポート利用件数

1,050 923

Ｈ21年度

13

市内において認知症高齢者など判断能力の不十分な住民が増加している状況であり、さらに国及び東京都
から成年後見制度の利用促進体制の整備を求められている現状から、市民の成年後見制度の利用を推進す
る権利擁護センター事業については、今後も一定程度の役割が期待されるものと考えることができる。
よって、引き続き成年後見制度の周知、成年後見に関する支援活動、社会貢献型成年後見受任者の育成な
ど、基本的には事業の拡大を図る方向性で推進されると考えられる。
なお、今後も支援対象者の増加が見込まれることなどから、事業費の抑制に努めつつ、さらなる相談支援
業務の効率化、社会貢献型後見人の育成・活用を進めることが課題としてあげられる。

社会貢献型後見人受任者数 人

19

35,769

成年後見申立等支援件数 件

99

956件

人

成年後見制度入門講座参加者数

Ｈ22年度

成果指標については、まず成年後見制度推進機関としての支援活動の水準及び程度を測定する
ための指標として、実際の後見申立支援件数に着目する。また同センターの成年後見関係者か
らの認知度を図る指標として後見人サポートの利用件数を取り上げる。さらに同センターの成
年後見受任者増加への取組結果を示す指標として、実際に活動している社会貢献型後見人受任
者数を確認することとする。

単位

80

13

比較参考値
（他自治体での類似

事業の例など）

多摩26市のうち、府中市と同様に成年後見制度推進機関を設置している市は24市である(平成23年4月現
在)が、実施体制、実施事業の内容、実績については各市で異なる。なお、近隣市における事業費(成年後
見制度推進機関運営費)については以下のとおり。

　立川市(社会福祉協議会への補助金)　　　　　　　　　35,564千円
　調布市(多摩南部成年後見センターへの負担金)　　　　10,290千円
　西東京市(社会福祉協議会への委託料)　　　　　　　　24,090千円
　(金額はいずれも平成22年度の決算額)

1

302194

21



（ ）

（ ）

（ ）

その他

※委託料は設計ベースのため、収入と一致しない場合あり。

総計 1,673,759 千円 収支差 -763 千円

その他 都社協委託料、事業収入など 570,175 千円

1,674,522 千円

その他 千円

委託料・指定管理料 896,255 千円 千円

補助金 207,329 千円 総計

市町村からの財政支出金 1,103,584 千円 人件費 915,424 千円

事業費 256,716 千円

都からの財政支出金 0 千円 管理費 502,382 千円

千円

1,357

千円

24,229

団体全体の
収支状況

収入 支出

国からの財政支出金 0 千円

出資比率

人件費(5名)

事務費

事業費

消費税及び地方消費税

0

千円

千円

千円

千円

千円

0 ％

2,500

0

非常勤

役員 2

143

監事

職員

市町村からの財政支出金 1,571

市出資金

その他

0

0

28,509

総計

うち
（出向／OB）

うち
（出向／OB）

18

73

2

0

常勤

2

うち
（出向／OB）

社会福祉法人　府中市社会福祉協議会

千円 28,509

千円 1,352

支出収入

0 千円

都からの財政支出金

28,509

千円

千円

資本金

委託料・指定管理料

総計

その他

補助金

国からの財政支出金

千円

千円

団体への
支出根拠

（選定経過等、
支出先の妥当

性）

東京都成年後見活用あんしん生活創造事業実施要綱
府中市権利擁護センター事業実施要綱
府中市権利擁護センター事業委託契約

当該事業の
団体における

収支状況
28,509 千円

0 千円

団体概要

0

（単位：人）

昭和38年に任意団体として設立。昭和45年に東京都の認可を受け社会福祉法人へ移行する。平成18年に「府中市民福祉
公社」と合併・統合し、現在に至る。府中市における地域福祉の中心的な担い手として各種事業を展開している。
おもな市からの受託事業としては、当該事業の他、福祉サービス利用者総合支援事業、身体障害者福祉電話使用料助成
事業、保健福祉人材育成センター運営事業、福祉活動推進支援事業、地域包括支援センター運営等事業、住宅手当緊急
特別措置事業、高齢者住宅管理事業などがあり、また指定管理者制度に基づく市からの受託事業としては、市立ふれあい
会館、しみずがおか高齢者在宅サービスセンター、市立心身障害者福祉センターの3施設に関する管理運営事業がある。
そのほか、ボランティア活動支援事業、生活福祉資金貸付事業、地域福祉権利擁護事業など、その事業範囲は多岐にわ
たっている。

委託・指定管理・補助　対象団体シート（概要説明書）

予算事業名 権利擁護センター事業 事業開始年度 平成18年度

千円

役
職
員

団体名

0 千円

財務諸表URL http://www.fsyakyo.or.jp/about.html

特記事項

資産総額： 945,951,577円　　負債総額： 259,903,879円　　　純資産総額： 686,047,698円
次期繰越活動収支差額(平成24年3月末現在)　　74,151,036円

(平成23年度決算諸表をもとに作成)

0

事業番号2-19 平成24年度

http://www.fsyakyo.or.jp/about.html
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218名
対象事業(権利擁護センター事業)

市OB　１名 11名

3名
5名

市OB　１名 3名

正規職員　１名 １名 正規職員　１名

正規職員　１名 嘱託職員　１名 １名 正規職員　１名 正規職員　１名

正規職員　１名 １名 正規職員　１名 正規職員　15名 正規職員　28名

嘱託職員　０名 正規職員　４名 臨時職員　２７名 臨時職員　47名

臨時職員　１名 嘱託職員　１名 正規職員　２名 ２名 正規職員　４名

臨時職員　０名 嘱託職員　３名 ３名 嘱託職員　２名

正規職員　２名 臨時職員　３名 臨時職員　2名

嘱託職員　０名 正規職員　３名

臨時職員　０名 嘱託職員　４名 正規職員　６名

臨時職員　１名 嘱託職員　０名

臨時職員　２６名

正規職員　０名

嘱託職員　０名

臨時職員　９名

苦情解決

権利擁護係
（権利擁護センターの運営）

権利擁護センターふちゅう運営委員会

権利擁護センターふちゅう事例検討会

市民後見人推薦委員会
府中市権利擁護センター事業

ふれあい福祉センター運営事業費

法人後見受任検討委員会

福祉機器等リサイクル事業

共通事項

調査・研究・企画
連絡調整
普及宣伝
組織強化
情報公開

渉外事務及び関係施設との連絡調整 地域福祉活動計画の策定

給与及び福利厚生 住民、当事者、社会福祉事業関係者の連絡調整

府中市立ふれあい会館の管理運営 会員募集

財務管理 福祉事業の調査研究

職員の採用や研修 福祉の課題把握
職員の能力開発・人事管理 福祉計画策定への参画

地域サロン活動の支援

自主財源の確保 夢バンク（人材活性化事業）

総合企画 市民啓発推進事業

組織運営及び調整 ボランティア連絡会

成年後見人地域支援事業

福祉団体等助成事業 車いす貸出事業 市民啓発推進事業
保育園園外行事助成事業 テントの貸出 養成研修等事業

権利擁護基金による助成事業

安心支援事業
緊急援護事業

招待事業等の調整 福祉活動推進地区助成事業 応急小口資金貸付事業 食事ｻｰﾋﾞｽ事業
後援・協賛 敬老マッサージ事業 赤い羽根共同募金運動の協力 生活支援サービス事業

地域包括支援センター推進事業

法定後見事業

個人情報保護審査会 福祉活動推進支援事業 火災見舞金等支給事業 家庭支援サービス事業

広報編集委員会 ボランティアセンター運営委員会 歳末たすけあい運動事業 生きがいづくり事業

地域福祉権利擁護事業
府中市福祉サービス利用総合支援事業

第三者委員 ボランティア養成事業 生活福祉資金貸付事業 生活援助ｻｰﾋﾞｽ事業

情報公開審査会 福祉教育の推進 臨時特例つなぎ資金貸付事業 介護支援ｻｰﾋﾞｽ事業

評議員会 ミニ会食会事業 府中市保健福祉人材育成センター運営事業 有償在宅福祉サービス事業

監査 ボランティアセンターニュース発行 府中市住宅手当緊急特別措置事業 生活・健康相談事業

身体障害者福祉電話使用料助成事業 おはようふれあい事業費 バス利用助成事業 居住保証事業
理事会 配食サービス事業 ハンディキャブ運行事業 認知症見守り等支援事業

一般管理費
事務室使用料 小地域ネットワークづくり ひとり親家庭休養事業 民間賃貸住宅あっ旋居住保証事業

（府中ボランティアセンター）

広報発行費 まちづくり推進委員会 福祉まつり事業費

は～もにぃ

組織管理・人事係 まちづくり推進係 事業係 在宅福祉係

府中ケアサポートセンター

人事係
事業係

嘱託職員　５名 嘱託職員　11名

権利擁護係 在宅福祉係

組織管理係 まちづくり推進係 権利擁護課長補佐兼務

正規職員　２名 （府中ボランティアセンター）

心身障害者福祉センター所長

地域福祉部次長兼務 地域福祉部次長兼務 在宅福祉部次長兼務

課長補佐 副所長 課長補佐

地域福祉部次長 在宅福祉部次長

総務課長 地域活動推進課長 権利擁護課長 権利擁護センターふちゅう所長 在宅サービス課長 施設サービス課長

自主事業 地域福祉部 在宅福祉部 市委託金
指定管理事業 事務局長兼務 その他

従事職員数

補助事業  (内訳)
受託事業 市補助金

2012.4.1
(資料)　平成２４年度　社会福祉法人　府中市社会福祉協議会　組織・事務局体制等

全職員数
事務局長 対象事業





（ ）

5,570

0.053

国都支出金の内容

千円地方債

3,420

4,214

千円

3,420

千円

入浴券支給事業

生活援護課・管理担当

千円

千円

130 人

□補助金〔直接・間接〕（補助先：　　　    　　実施主体：  　　　 　　　）

■直接実施

21年度（決算）

昭和49年度

上位施策事業名

千円

千円

24年度（予算）

事務区分

対　象
（誰・何を対象に）

実施の背景

■自治事務　　□法定受託事務

千円

23年度（決算）

4,1135,134

事業シート（概要説明書）

事業開始年度

作成責任者

担 当 部 名 福祉保健部

新藤純也

根拠法令等

予算事業名

担当課･係名府中市入浴券給付要綱

生活の安定と自立への支援

428 千円 千円

4,138

   適度な入浴は、皮膚の清潔を保ち、心身のストレスを取り除くなど、精神的な安定をもたらすも
ので、被生活保護者の最低限度の生活を保障するうえで、欠かせないものの一つである。
　　自宅に入浴施設のない被保護者は、月々支給される生活扶助費から銭湯代を支出するな
ど、自宅に入浴施設のある被保護者に比べ、銭湯代など多くの経費を必要とすることから、公平
性の観点からも、本人負担の軽減を講じる必要がある。

0.05%

千円0.003

人 千円

人

3,312

千円千円

0.003

千円 千円

人

人 93千円 千円0.05

千円

人

対象者数（H24.4.1人口に対する割合）

22年度（決算）

自宅に入浴設備がない被生活保護者

0.013

千円

4,574 千円

0.003 人

％

　入浴券を給付することにより、対象者の家計費の負担軽減を図るとともに、保健衛生環
境の確保と健康維持を促し、住民の福祉の増進を図ることを目的とする。

目　的
（何をどうしたいのか）

事
業
概
要

関連事業
（同一目的事業等）

□業務委託 又は □指定管理　（委託先又は指定管理者：　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□貸付（貸付先：　　　　　　　　　）□その他（　　　　　　　　　　　　）

事業内容
（手段、手法など）

　自宅に入浴設備のない被生活保護者の中で、希望者に対し、東京都浴場組合に加入して
いる銭湯で使用できる共通入浴券を給付する。
　給付枚数については、３日に１回（年間１２０枚）の入浴を基準として考え、東京都が
都の事業として６０枚の入浴券を給付することから、府中市では市の独自事業として、６
０枚を給付している。
　入浴券は、公衆浴場組合から市が購入し、現物を毎年５月、９月、１月の３回に分けて
２０枚ずつ給付する。但し、新規に申し込みがあった場合には、翌月から給付する。

実施方法

千円

千円

千円

人

436

8

人

コ
ス
ト

総事業費

事
業
費

事業費合計

国都支出金

千円4,574 4,214

財源

内訳

財源合計 千円5,570

一般財源 5,570 千円 4,574 千円 千円

その他特財の内容

人

3,420 千円

千円

101 千円

千円千円

100428 0.01 0.01 人

千円

4,214 千円

千円

千円

その他特財

人

人

8 0.003 人臨時職員等

千円

千円

千円

0.0130.053

8 8

人 108

千円

千円

事業費内訳
（平成23年度分）

嘱託職員

人件費合計 436

担当正職員 0.05 人

扶助費　4,032,000円（入浴券＠420×9,600枚）
役務費　　105,890円（特定記録郵便にて発送・440通・基本料金＋160円）

千円

人

人
件
費

　「府中市入浴券給付要綱」に基づき、次の対象者に対しても入浴券を給付している。

いない者。（高齢者支援課にて実施・入浴券支給事業費３，５９１，０００円）

　②中国残留邦人（地域福祉推進課にて実施・生活扶助費２５，２００円）

　①65才以上の者のみの世帯の構成員で、同一敷地内に65才未満の親族が居住していな

事業番号2-20 平成24年度



入浴券支給事業 昭和49年度

事業シート（概要説明書）

事業開始年度予算事業名

事業番号2-20 平成24年度

-
　　（高齢者支援課、地域福祉推進課含む）

177

／

【成果指標名】 Ｈ21年度

9,032 10,0059,500

　対象者の保健衛生の確保と健康維持、家計費の負担軽減を目的とすることから、事業の
成果を数値に現わすのは難しい。
　そこで、給付した入浴券の利用率について、本年５月に府中市浴場組合と協議し、各浴
場で使用した枚数について把握することができた。今後は利用率の向上を成果目標とす
る。

単位

23,808

175 176

19,432

Ｈ22年度Ｈ23年度 Ｈ21年度

　日本は高温多湿で汗をかくことが多く、入浴が不可欠であると考える。そのため、この
事業は生活保護法の目的である「最低限の生活の原理」に基づいた必要な事業である。
　同様の事業を東京都も実施しているが、３日に１回の入浴を基本とし、その半分を助成
するとして年間６０枚を給付している。本市は、さらに６０枚を給付することにより、都
と併せて３日に１回の入浴の経費を補助しているのである。
　以上のことから、健康で文化的な生活水準を維持し、経済的な負担を軽減することから
も必要な事業であると考える。
　今後は、利用率の向上に努める。

26,137

府中市入浴券浴場利用率
- 96%

Ｈ23年度 Ｈ22年度

％

特記事項

単位当たりコスト

事業の自己評価
(今後の事業の方向

性、課題等)

事
業
実
績

【活動指標名】

入浴券給付人数 円

入浴券給付人数

総事業費

活動実績

入浴券給付枚数

単位

枚

事
業
成
果

成果
（目標達成状況）

人

成果目標
（指標設定理由等）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　市部・・・　８市

１　別紙資料より（平成２３年度東京都資料より抜粋）

　　　浴場数については、２３区は多く、市部は少ない。

比較参考値
（他自治体での類似

事業の例など）
　　費）からの支出となる。

　　　自治体独自で生活保護世帯に入浴券を支給しているのは、区部・・・１７区

２　１ヵ月分の入浴にかかる経費（銭湯代）

　　　銭湯代を自費で払う場合は、生活扶助費（主に食費、被服費、光熱費、日用品

 　 　入浴券給付対象者の生活扶助費は、月額おおよそ７５，７７０円～８１，６１０

　　円である。毎日入浴する場合は、生活扶助費から１２，６００円（月３０日とし

　　て）の銭湯代を支出することになり、生活扶助費の１６％を占めることとなる。

　　（なお、３日に１回の補助により、残り２回分を支出する場合は、月８，４００円

　　の支出となる。）

　

　東京都の「平成24年度生活保護世帯等に対する入浴料金助成事業実施要綱」は、生活

保護世帯等の家計費の負担軽減と入浴機会の増大を図るとともに、公衆浴場の経営の安

（子育て支援課を除く）等に伴い現在改正中である。

定に資することが目的となっている。

　「府中市入浴券給付要綱」については、外国人登録法の改正、受給者対象者の変更

成24年度



（　図１　）

　　　　　　配　付

　（余った入浴券と （余った入浴券）
　　　新券との交換）

利用 利用 利用

入浴券申請・配付の流れ

  　　 　　  交 換      　　 返 却

　申　請

　　　　　　購　入

府中市

浴場組合

府中市

生活援護課

入浴券

自宅に入浴

設備がない

被生活保護者

入浴券

入浴券入浴券

浴 場浴 場浴 場



東京都の区市における公衆入浴券配付事業について
　

　　　　　　　　東京都「平成23年度区市における公衆浴場関係施策の概要」より

（別紙）

生活保
護世帯

高齢者世帯 身障者・母子
生活保
護世帯

高齢者世帯 身障者・母子

1 千代田区 ○ ○ 5 1 八王子市 ○ 4

2 中央区 ○ ○ 10 2 立川市 ○ ○ 4

3 港 区 ○ ○ ○ 7 3 武蔵野市 ○ 7

4 新宿区 ○ ○ 30 4 三鷹市 ○ 5

5 文京区 13 5 青梅市 0

6 台東区 ○ ○ 34 6 府中市 ○ ○ 7

7 墨田区 ○ 39 7 昭島市 3

8 江東区 ○ ○ 30 8 調布市 ○ 6

9 品川区 ○ ○ 34 9 町田市 ○ 3

10 目黒区 ○ ○ 20 10 小金井市 ○ ○ 1

11 大田区 ○ ○ 57 11 小平市 ○ ○ 2

12 世田谷区 ○ ○ 40 12 日野市 0

13 渋谷区 ○ 15 13 東村山市 2

14 中野区 ○ 29 14 国分寺市 ○ ○ 3

15 杉並区 ○ 30 15 国立市 ○ 2

16 豊島区 ○ 33 16 福生市 0

17 北　区 ○ 39 17 狛江市 4

18 荒川区 ○ ○ 38 18 東大和市 2

19 板橋区 ○ ○ 42 19 清瀬市 4

20 練馬区 ○ ○ 35 20 東久留米市 ○ 2

21 足立区 ○ 52 21 武蔵村山市 1

22 葛飾区 ○ 46 22 多摩市 1

23 江戸川区 ○ 52 23 稲城市 ○ ○ 2

17 17 2 730 24 羽村市 ○ 1

25 あきる野市 0

26 西東京市 ○ 5

8 13 0 71

*

市　　名区　　名
入浴券配付事業 区

内
浴
場

軒
数

市
内
浴
場

軒
数

入浴券配付事業

青梅市、福生市、あきる野市については、

浴場がない為、未調査である。

合　　計

合　　計
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